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第１編 総則 

 

（この規則の目的） 

第１条 この規則は、福井鉄道株式会社（以下「当社」という。）の経営する鉄軌道の旅客

の運送及びこれに附帯する入場券の発売、携帯品の一時預り(以下これらを「旅客の運送

等」という)について合理的な取扱方を定め、もって利用者の利便と事業の能率的な遂行

を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 当社線に係る旅客の運送等については、別に定める場合を除いて、この規則を適

用する。 

 

（用語の意義） 

第３条 この規則におけるおもな用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「当社線」とは、当社の経営する鉄軌道をいう。 

(2) 「駅」とは、旅客の取扱いをする停車場をいう。 

(3) 「旅行開始」とは、旅客が旅行を開始する駅において、乗車券の改札を受けて入場す

ることをいう。ただし、駅員無配置駅から旅客が乗車する場合は、その乗車すること

をいう。 

(4) 「ＩＣＯＣＡ」とは、ストアードフェアカード（SF カード）の機能のみを持つＩＣ

カード乗車券をいう 。                           

(5) 「ＩＣＯＣＡ定期券」とは、定期乗車券とストアードフェアカードの機能を持つＩＣ

カード乗車券をいう  

(6) 「ＩＣ改札機」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券の改札を行う改札機であって、駅に設備され

たもの又は車両に搭載されたものをいう。 

(7) 「SF」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券に記録される金銭的価値をいう。 

 

（運賃前払の原則） 

第４条 旅客の運送等の契約の申込を行おうとする場合、旅客等は、現金により所定の運

賃を支払うものとする。ただし、当社において特に認めた場合は、後払いとすることが

できる。 

２ 旅客は、前項の規定にかかわらず、旅客運賃・料金をＩＣＯＣＡ・ＩＣＯＣＡ定期券

のＳＦ・他社が発行したＩＣカードのＳＦによって支払う（乗車券類その他の証票との

引換を含まない）ことができる。 
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（契約成立時期及び適用規定） 

第５条 旅客の運送等の契約は、その成立について別段の意思表示があった場合を除き、

旅客が所定の運賃を支払い、乗車券の交付を受けたときに成立する。 

２ 前項の規定によって契約の成立したとき以後における取扱いは、別段の定めをしない

限り、すべてその契約の成立した時の規定によるものとする。 

 

（旅客の運送等の制限又は停止）  

第６条 旅客の運送等の円滑な遂行を確保するため必要があるときは、次の各号に掲げる

制限又は停止することがある。 

 (1) 乗車券及び入場券等の発売駅・発売枚数・発売時間・発売方法の制限又は停止 

 (2) 乗車区間・乗車方法・入場方法又は乗車する列車の制限 

 (3) 手回り品の長さ・容積・重量・個数・品目・持込区間又は持込の列車の制限 

 (4) 一時預り品の長さ・容積・重量・個数・取扱時間の制限又は取扱いの停止 

２ 前項の制限又は停止をする場合は、その旨を関係駅に掲示する。 

 

(運行不能の場合の取扱方） 

第７条 列車の運行が不能となった場合は、旅客の取扱いをしない。 

２ 列車の運行が不能となった場合であっても、当社において他の自動車等の運輸機関の

利用によって連絡の措置をして、その旨を関係駅に掲示したときは、その不通区間は開

通したものとみなして、旅客の取扱いをする。 

 

（営業キロの端数計算方） 

第８条 営業キロを用いて運賃を計算する場合の 1キロメートル未満の端数は、1キロメー

トルに切り上げる。 

 

（期間の計算方） 

第９条 期間の計算をする場合は、その初日は時間の長短にかかわらず、1日として計算す

る。一時預り品の引渡しの日についても又同じ。 

 

（乗車券に対する証明） 

第 10 条 当社において、乗車券、旅客の運送等の契約に関する証票に証明を行う場合は、

当該証票にその証明事項を記入し、相当の証印を押す。 

 

（旅客等の呈示又は提出する書類） 

第 11条 旅客運送等の契約に関して、旅客等が当社に呈示又は提出する書類は、墨、イン

キ又はボールペンをもって記載し、かつ、特に定めるものについては、これに証印を押
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すものとする。この場合、発行日付等にあっては、元号で表示されているものであって

も西暦で記載することができる。 

２ 旅客等は、前項の規定（後段に規定する場合を除く）による書類の記載事項の一部を

訂正した場合、その訂正個所に、相当の証印を押すものとする。 

３ 旅客等から提出を受けた書類及び書類の記載事項は、運送等の契約に関してのみ使用

する。ただし、当社が別に明示した場合を除く。 

 

 

 

 

 

第２編 旅客営業 

 

第 1章 通則 

 

（乗車券の購入及び所持） 

第 12条 列車に乗車する旅客は、有効な乗車券を購入し、これを所持しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、駅員無配置駅から乗車する旅客又は係員の承諾を得て乗車

券を購入しないで乗車した旅客は、列車に乗車後、直ちに相当の乗車券を購入するもの

とする。 

３ ワンマン列車においては、着駅にて精算扱いをする。ただし、駅員無配置駅において

は乗務員が精算を行う。 

４ 旅客がＩＣ改札機による改札を受け入出場する場合は、第 2 項・第 3 項の規定によら

ない。 

 

（営業キロ） 

第 13 条 旅客運賃の計算その他の旅客運送の条件をキロメートルをもって定める場合は、

鉄道営業キロによる。 

２ 前項の営業キロは、旅客の乗車する発着区間に対する駅間のキロ数による。 

 

(駅員無配置駅の旅客の取扱方) 

第 14条 駅員無配置駅から乗車する旅客の取扱いは、列車の乗務員が行う。 
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第２章 乗車券の発売 

  

第 1節 通則 

 

（乗車券の種類） 

第 15条 乗車券の種類は、次のとおりとする。 

(1) 普通乗車券 

     ① 片道乗車券 

     ② 往復乗車券 

   ③ ＩＣＯＣＡ 

 (2) 定期乗車券 

   ① 通勤定期乗車券      

   ② 通学定期乗車券  

   ③ＩＣＯＣＡ定期券     

     (3) 普通回数乗車券                

  (4) 団体乗車券 

(5) 貸切乗車券 

 

（乗車券の発売箇所及び発売方法） 

第 16条 乗車券は、駅において、係員又は乗車券発売機により発売する。 

２ 前項の規定にかかわらず、旅客が乗車券を所持しないで駅員無配置駅から乗車した場

合又は旅客が係員の承諾を得て乗車券を所持しないで乗車した場合は、乗務員が当該列

車内において発売する。 

３ 乗車券は、前各項に規定するほか、当社が別に定める箇所又は乗車券の発売を委託し

た箇所において発売する。 

 

（乗車券の発売範囲） 

第 17条 駅において発売する乗車券は、その駅から有効なものに限って発売する。ただし、

次の各号に掲げる場合は、他駅から有効な乗車券類を発売することがある。 

(1) 駅員無配置駅から有効となる普通乗車券、定期乗車券、普通回数乗車券又は特殊割

引乗車券を、駅員配置駅において発売する場合。 

(2) 団体乗車券又は貸切乗車券を発売する場合。 

２ 車内において発売する乗車券は、旅客の当該乗車に有効な普通乗車券に限って発売す

る。ただし、前途の列車に有効な乗車券を発売することがある。 
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（乗車券の発売日） 

第 18条 乗車券は、発売当日から有効となるものを発売する。ただし、次の各号に掲げる

乗車券は、当該各号に定めるところによって発売する。 

(1) 定期乗車券 

      有効期間開始日の 14日前から発売する。 

    但し、ＩＣＯＣＡ定期券においては、新規発売もしくは有効期間終了の翌日から有

効な定期券を発売する場合に限る。 

(2) 団体乗車券及び貸切乗車券 

運送引受け後であって、旅客の乗車日の 3日前の日から発売する。 

 

（乗車券の発売時間） 

第 19条 駅において発売する乗車券の発売時間は、その駅に発着する始発列車の乗車に必

要な時刻から、終発列車の乗車に必要な時刻までとする。 

２ 前号の規定にかかわらず、発売時間については、別に定めることがある。 

 

（特別の乗車券の発売） 

第 20条 当社が特に必要と認める場合は、特別の運送条件を定めて、普通乗車券、普通回

数乗車券並びに団体乗車券を発売することがある。 

２ 前項の規定によって乗車券を発売する場合は、旅客が特定されるものを除いて、発売

駅、発売区間、発売期間等をそのつど関係の駅に掲示する。 

 

（割引乗車券の発売の制限） 

第 21条 旅客運賃割引証によって発売する割引乗車券は、旅客が駅員無配置駅から乗車す

る場合を除き、旅行開始前に限って発売する。 

 

(通学証明書等の不正使用の場合の取扱い） 

第 22条 通学定期乗車券又は通学証明書、通学定期乗車券購入用の証明書を、使用資格者

が不正使用し、又は使用資格者以外のものに使用させたときは、この使用資格者に対し

て、これらの定期乗車券の発売を停止することがある。 
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第２節 普通乗車券の発売 

    

（普通乗車券の発売） 

第 23条 旅客が列車に乗車する場合は、次の各号に定めるところにより、片道乗車券又は

往復乗車券を発売する。 

(1) 片道乗車券 

     普通旅客運賃計算経路の連続した区間を片道 1回乗車(以下「片道乗車」という)す

る場合に発売する。 

(2)  往復乗車券 

      往路、復路とも片道乗車券を発売できる区間であって、往路と復路の区間及び経路

が同じ区間を往復１回乗車(以下「往復乗車」という)する場合に発売する。 

 

（被救護者割引普通乗車券の発売） 

第 24 条 学校及び救護施設指定取扱規則第 21 条に規定する施設（以下「指定救護施設」

という。）に保護され、又は救護される者（以下「被救護者」という。）が旅行する場合

で、第 25条の規定による被救護者旅客運賃割引証を提出したときは、その旅客運賃割引

証 1枚について 1人 1回に限り、片道又は往復の割引乗車券を発売する。 

２ 被救護者が老幼・虚弱若しくは障害のため又は逃亡のおそれがあるため、被救護者に

付添人をつける場合で、被救護者とその付添人とが同時に同一の区間の乗車券を購入す

るときは、被救護者 1人について付添人 1人を限って、前項の規定を準用する。 

３ 前項の規定によって付添人に対して割引普通乗車券を発売する場合は、被救護者が往

路用の片道乗車券を購入する時であっても、付添人に対して往復乗車券を発売すること

がある。 

 

（被救護者割引証） 

第 25条 被救護者は、前条の規定によって割引普通乗車券を購入する場合は、当該指定救

護施設の代表者から割引証の番号・指定番号・乗車区間・乗車券の種類・旅行証明書番

号・被救護者の氏名及び年齢・付添人を必要とするときは付添人の氏名及び年齢・有効

期限・発行年月日・施設の所在地・名称及びその代表者の氏名が記入され、発行台帳に

対して契印の押された被救護者旅客運賃割引証の交付を受けて、提出するものとする。 
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２ 被救護者旅客運賃割引証の様式は、次のとおりとする。 

表                  裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被救護者旅客運賃割引証の有効期間は、発行の日から 1ヶ月間とする。 
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第３節 定期乗車券の発売 

 

（通勤定期乗車券の発売） 

第 26条 旅客が、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出したときは、1ヶ月、 

3ヶ月又は 6ヶ月有効の通勤定期乗車券を発売する。 

 

（通学定期乗車券の発売） 

第 27条 学校及び救護施設指定取扱規則(平成 24年 10月 1日福鉄電第 号)第 2条に規 

 定する学校(以下「指定学校」という)の学生・生徒・児童又は幼児が、次に定めると 

 ころにより乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者において必要事項を記入し 

 て発行した通学証明書を提出したとき、又は通学定期券購入券用の証明書を呈示し、 

 かつ定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出したときは、1 ヶ月、3 ヶ月、 

6ヶ月、各学期有効の通学定期乗車券を発売する。 

但し、ＩＣＯＣＡ乗車券については各学期有効の通学定期券は発売しない。 

(1) 居住地もより駅と、在籍する指定学校もより駅との相互間を通学のために乗車する

場合 

２ 通学証明書の有効期間は、発行の日から 1ヶ月間とする。 

３ 指定学校の学生、生徒若しくは児童が、実習のため実習場等まで乗車する場合で、当

社が必要と認めるときは、第 1項の規定に準じて通学定期乗車券を発売する。 

 

（定期乗車券の一括発売） 

第 28条 第 26条から第 29条の規定により、定期乗車券を発売する場合は別に定めるとこ

ろにより、これを一括して発売することがある。 

 

 

第４節 普通回数乗車券の発売 

 

（普通回数乗車券の発売） 

第 29条 旅客が、同一区間を乗車する場合は 11券片の普通回数乗車券を発売する。 

２ 前項の規定によって普通回数乗車券を発売する場合は、1券片の区間は、片道乗車券を

発売できるものに限るものとする。 
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第５節 団体乗車券の発売 

 

（団体乗車券の発売） 

第 30条 一団となった旅客の全員が、発着駅及び経路を同じくし、その全行程を同一の人

員で旅行する場合であって、次の各号の 1 に該当し、かつ当社が団体として運送の引受

けをした者に対しては、団体乗車券を発売する。 

(1)  学生団体 

イ 次の 1に該当する学校等の学生等が 10人以上とその付添人、当該学校等の職員（嘱

託している医師及び看護師を含む。以下同じ。）又はこれと同行する旅行業者とによ

って構成された団体で、当該学校等の教職員が引率するもの。ただし、へき地教育

振興法(昭和 29年法律第 143号)第 2条に規定するへき地学校で市町村教育委員会が

証明したものの生徒又は児童の場合は、その人員が 10人未満のときであっても、こ

の取扱いをする。 

(イ) 指定学校の学生・生徒・児童又は幼児 

(ロ) 児童福祉法(昭和 22年法律第 164号)第 39条に規定する保育所の児童 

(ハ) 社会教育法(昭和 24年法律第 207号)に基づき開設した勤労青少年学校で都道

府県教育委員会が証明したものの生徒 

(ニ) 青年学級振興法(昭和 28 年法律第 211 号)第 2 条に規定する青年学級のうち、

文部科学省の指示により都道府県教育委員会が証明したものの学級生。 

 

ロ イの付添人は、大人とし、当該団体を構成する旅客が次の 1 に該当する場合に限

るものとし、その人員は 1人につき 1人とする。 

(イ) 幼稚園の幼児、保育所の児童又は小学校第 3学年以下の児童であるとき。 

 (ロ) 障害又は虚弱のため、当社において付添を必要と認めるとき。 

(2) 普通団体 

      前号以外の旅客によって構成された 10 人以上の団体で、責任のある代表者が引率

するもの。 

 

（団体旅客運送の申込） 

第 31 条 第 32 条の規定により団体乗車券を購入しようとする旅客は、当該団体の始発駅

出発日の 1 ヶ月前の日から 7 日前の日までに、その人員、行程、乗車する列車等その他

必要事項を連絡して、団体旅客運送の申込みを行うものとする。 

２ 当社が認めた場合は、前項に定めた期間外においても、運送の申込みを受け付けるこ

とがある。 
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（団体旅客運送の予約） 

第 32条 旅客から前条の規定による団体旅客運送の申込みを受けた場合は、当社において、 

輸送上の支障のない限り、当該団体旅客運送の引受けをする。 

２ 団体旅客運送の引受けをしたときは、その申込者に運送を引き受けた旨通知する。 

 

 （団体旅客申込人員の変更又は申込みの取消し等） 

第 33条 団体旅客運送の申込者は、運送引受後、旅行開始前に申込人員又は利用施設の変

更、一部の行程の取消しその他取扱条件を変更する場合は、その変更を申し出るものと

する。ただし、運輸上支障がある場合は、変更の取扱いをしないことがある。 

 

 

 

第６節 貸切乗車券の発売 

 

（貸切乗車券の発売） 

第 34条 旅客が次の各号の 1に該当する単位をもって旅客車を貸し切る場合であって、か

つ、当社が貸切として運送の引受けをしたものに対しては、貸切乗車券を発売する。 

(1) 全車貸切 

    1車両単位で貸し切る場合 

(2) 列車貸切 

    列車を単位として貸し切る場合 

 

（貸切旅客運送の申込み） 

第 35条 前条の規定により貸切乗車券を購入しようとする者は、あらかじめ、その人員・

行程その他輸送計画に必要な事項を申し出て、貸切旅客運送の申込みを行うものとする。 

 

（貸切旅客運送の予約） 

第 36条 旅客から、前条の規定による貸切旅客運送の申込を受けた場合で、当社において

運輸上支障がないと認めたときは、当該貸切旅客運送の引受けをする。 

 

 

 

 

 

 



 
旅客営業規則

 

 
11 

 

 

第３章 旅客運賃 

 

第１節 通 則 

 

（旅客運賃の種類） 

第 37条 旅客運賃の種類は、乗車券の種類に応じて、次の各号に定めるとおりとする。 

 

          片道普通旅客運賃 

ア 普通旅客運賃 

          往復普通旅客運賃 

 

          通勤定期旅客運賃  

イ 定期旅客運賃 

  通学定期旅客運賃 

            

          ウ 普通回数旅客運賃 

エ 団体旅客運賃 

オ 貸切旅客運賃 

 

 

（旅客運賃計算上の経路等） 

第 38条 旅客運賃は、実際乗車する経路及び発着の順序によって計算する。 

 

（旅客運賃の計算上の営業キロの計算方） 

第 39条 営業キロを使用して旅客運賃を計算する場合は、旅客運賃は、旅客が乗車する発

着区間の営業キロ程により計算する。 

 

（旅客の区分及びその旅客運賃） 

第 40条 旅客運賃は、次に掲げる年齢別の区分によって、この規則の定めるところにより

その旅客運賃を収受する。 

   大 人 12才以上の者 

    小 児  6才以上 12才未満の者 

    幼 児  1才以上 6才未満の者 

  乳 児 1才未満の者 
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２ 前項の規定による幼児あっても、次の各号の一に該当する場合は、これを小児とみな

して旅客運賃を収受する。 

(1) 幼児が幼児だけで旅行するとき。                                 

  (2) 幼児が乗車券を所持する 6 才以上の旅客（団体旅客を除く）に、2 人を超えて随伴

されて旅行するとき。ただし 2人を超えた者だけを小児とみなす。 

  (3)  幼児が団体旅客として旅行するとき、又は団体旅客に随伴されて旅行するとき。                                                     

３ 前 2項の場合の外、幼児又は乳児に対しては旅客運賃を収受しない。 

 

（小児の旅客運賃） 

第 41条 小児の片道普通旅客運賃は、大人の片道普通旅客運賃を折半し、10円未満のは数

を切り上げて 10円単位とした額とする。 

２ 小児の定期旅客運賃は、大人の定期旅客運賃を折半し、10 円未満のは数を切り上げて

10円単位とした額とする。 

 

（割引の旅客運賃） 

第 42条 割引の旅客運賃は大人の無割引の旅客運賃又は小児の無割引の旅客運賃から割引

額を差し引いて 10円未満のは数を切り上げて 10円単位とした額とする。              

 

（旅客運賃割引の重複適用の禁止） 

第 43条 旅客は、旅客運賃について 2以上の割引条件に該当する場合であっても、同一の

乗車券について重複して旅客運賃の割引を請求することができない。ただし、別に定め

る各種特殊割引運賃についてはその限りではない。 
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第２節 普通旅客運賃 

 

（普通旅客運賃） 

第 44条 大人片道普通旅客運賃は、次のとおりとする。 

  (1) 鉄道区間（赤十字前駅と鉄軌道分界点間を除く）              

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ２１０円 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ２６０円 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ３１０円 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ３４０円 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ３９０円 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 12 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ４２０円 

12 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４３０円 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 16 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４４０円 

16 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４５０円 

 

  (2) 軌道区間（鉄道線のうち赤十字前駅と鉄軌道分界点間を含む）     

福井市内均一区間 １８０円 

赤十字前～福井市内均一区間 ２１０円 

  

  (3) 鉄道区間と軌道区間を連絡乗車する場合                                  

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ２６０円 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ３１０円 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ３７０円 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ４００円 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ４３０円 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 12 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ４４０円 

12 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４５０円 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 16 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４８０円 

16 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ４９０円 
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(4) 特定旅客運賃                                                   

前(3)項にかかわらず、次の区間の運賃は次のとおりとする。 

水落・福井市内駅間 

４３０円 西山公園・福井市内駅間 

西鯖江・福井市内駅間 

家久・福井市内駅間 

４５０円 
スポーツ公園・福井市内駅間 

北府・福井市内駅間 

たけふ新・福井市内駅間 

 

（往復普通旅客運賃） 

第 45条 往復旅客運賃は、片道普通旅客運賃を 2倍した額とする。 

 

（被救護者割引） 

第 46 条 第 24 条の規定により被救護者又はその付添人に対して割引普通乗車券を発売す

る場合は、普通旅客運賃の 5割を割引する。 

 

 

 

 

 

第３節 定期旅客運賃 

 

（定期旅客運賃） 

第 47条 大人の通勤定期旅客運賃は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 大人通勤定期旅客運賃                                                 

   イ 鉄道区間内（赤十字前駅と鉄軌道分界点間を除く）相互発着となる場合 

   別表第 1号イに定める金額  

    ロ 軌道区間内（鉄道線のうち赤十字前駅と鉄軌道分界点間を含む）相互発着となる 

場合    

別表第 1号ロに定める金額 

ハ 鉄道区間と軌道区間を連続して乗車する場合   

別表第 1号ハに定める金額 

(2) 大人通学定期旅客運賃 

  イ 鉄道区間内（赤十字前駅と鉄軌道分界点間を除く）相互発着となる場合 
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     別表第 2号イに定める金額             

ロ 軌道区間内（鉄道線のうち赤十字前駅と鉄軌道分界点間を含む）相互発着となる

場合    

別表第 2号ロに定める金額 

ハ 鉄道区間と軌道区間を連続して乗車する場合   

別表第 2号ハに定める金額 

 

 

第４節 回数旅客運賃 

  

（普通回数旅客運賃） 

第 48条 普通回数旅客運賃は次のとおりとする。                                      

(1) 大人の普通回数旅客運賃は、その区間の大人片道普通旅客運賃を 10倍した額とす 

る。                                                

(2) 小児の普通回数旅客運賃は、その区間の小児片道普通旅客運賃を 10 倍した額とす

る。 

  

 

 

 

 

 

第５節 団体旅客運賃 

  

（団体旅客運賃） 

第 49 条 第 32 条の規程によって団体乗車券を発売する場合は、次に定めるところにより

普通旅客運賃の割引を行うものとする。 

人員 

種別 

10人以上 

99人まで 

100人以上 

299人まで 
300人以上 

学 生 団 体 20% 30% 40% 

普 通 団 体 10% 

 

（団体旅客運賃の計算方） 

第 50条 団体旅客運賃の計算方は、次のとおりとする。 

 (1) 大人の団体旅客運賃は、その全行程に対する 1人当り大人普通旅客運賃から、割引

額を差し引いた額を 10円未満のは数を生じたときは 10円単位に切り上げて、これに
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団体旅客運賃の収受人員を乗じた額とする。    

(2) 小児の団体旅客運賃は、その全行程に対する 1人当り小児普通旅客運賃から、割引

額を差し引いた額を 10円未満のは数を生じたときは 10円単位に切り上げて、これに

団体旅客運賃の収受人員を乗じた額とする。    

(3) 大人と小児が混乗する場合の団体旅客運賃は、大人、小児各別に前号の規定によっ

て算出した額を合計したものとする。 

(4) 全行程の乗車回数が複数回ある場合、各行程において運賃を算出し、これを合算す

る。 

（実際乗車人員が 10人未満の場合の団体旅客運賃） 

第 51 条 第 32 条の規定による条件をもって運送の引受けをした団体旅客の実際乗車人員

が 10 人に満たない場合は実際乗車人員と 10 人までの不足人員にとによって団体が構成

されているものとして、団体旅客運賃を収受する。 
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第４章 乗車券の効力 

 

第 1節 通則 

  

（乗車券の使用条件） 

第 52条 乗車券は、その券面表示事項に従って 1回に限り使用することができる。この場

合、乗車人員が記載されていない乗車券は、1券片をもって 1人に限るものとする。ただ

し、定期乗車券については、その使用回数を制限しない。 

２ 同一旅客は、同一区間に対して有効な 2 枚以上の同種の乗車券を所持する場合は、当

該乗車については、その１枚のみを使用することができる。 

３ 乗車券は、乗車以外の目的で乗降場に入出する場合には、使用することができない。 

 

（乗車券の効力の特例） 

第 53条 乗車券は、次の各号に掲げる場合は、前条の規定にかかわらず使用することがで

きる。 

  (1) 大人用の乗車券を小児が使用して乗車する場合 

 (2) 乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅から乗車する場合  

   

（券面表示事項が不明又は不備の乗車券） 

第 54 条 乗車券は、その券面表示事項が不明となったときは、使用することができない。 

２ 前項の規定により使用できない乗車券を所持する旅客は、これを駅に差し出して書替

を請求することができる。 

３ 前項の規定により旅客から書替の請求があった場合は、旅客に悪意がないと認められ、

かつ、その不明事項が判別できるときに限って、当該乗車券と引換に再交付の取扱いを

する。 

 

（不乗区間に対する取扱い） 

第 55 条 旅客は、第 55 条の規定により乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅か

ら旅行を開始した場合の不乗区間については、乗車の請求をすることができない。 

  

（有効期間の起算日） 

第 56条 乗車券の有効期間は、有効期間の開始日を特に指定して発売したものを除き、当

該乗車券を発行した当日から起算する。 

 

 



 
旅客営業規則

 

 
18 

 

 

（小児用乗車券の効力の特例） 

第 57条 小児用の乗車券（定期乗車券及び普通回数乗車券を除く）は、その有効期間中に、

使用旅客の年齢が 12 才に達した場合であっても、第 54 条の規定にかかわらず、これを

使用することができる。  

  

（乗車券不正使用未遂の場合の取扱方） 

第 58条 旅客が、当該乗車について効力のない乗車券を使用した場合は、これを無効とし

て回収する。ただし他の乗車について使用できるものであって、旅客に悪意がなく、そ

の証明ができる場合は、この限りでない。 

 

 

第２節 乗車券の効力 

 

（有効期間） 

第 59条 乗車券の有効期間は、別に定める場合の外、次の各号による。 

  (1) 普通乗車券    

   ① 片道乗車券   1日とする。 

   ② 往復乗車券   2日とする。 

 (2) 定期乗車券   1ヶ月、3ヶ月、6ヶ月、学期(通学のみ)とする。 

 (3)  普通回数乗車券 6ヶ月とする。 

 (4)  団体乗車券   その都度定める。 

 (5)  貸切乗車券   その都度定める。 

(6) 特殊割引乗車券 その都度定める。 

 

（途中下車） 

第 60条 旅客は、旅行開始後その所持する乗車券によって、その券面に表示された発着区

間内の着駅以外の駅に下車して出場した後、再び電車に乗り継いで旅行することができ

ないものとする。ただし、乗継のための下車を除く。 

 

（改氏名の場合の定期乗車券の書替） 

第 61条 定期乗車券の使用者は、氏名を改めた場合は、これを駅に差し出して、その氏名

の書替を請求しなければならない。 

 

（乗車券が前途無効となる場合） 

第 62条 乗車券（往復乗車券、普通回数乗車券については、その使用する券片）は次の各
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号の 1に該当する場合は、その後の乗車については無効として回収する。 

(1) 旅客が途中下車できない駅に下車したとき。 

(2)  旅客が第 126条、第 127条及び第 128条の取扱いを受けたとき。 

(3) 旅客が鉄道営業法（明治 33年法律第 65号）第 42条の規定によって車外に退去させ

られたとき。 

 

（定期乗車券以外の乗車券が無効となる場合） 

第 63条 定期乗車券以外の乗車券は、次の各号の 1に該当する場合は、その全券片を無効

として回収する。 

(1)  使用資格者を限定して発売した割引の乗車券を当該使用資格者以外の者が使用し

たとき。 

  (2)  券面表示事項が不明となった乗車券を使用したとき。 

  (3)  資格等を偽って発行された各種割引証又は証明書で購入した乗車券を使用したと

き。 

  (4)  券面表示事項を、ぬり消し、又は改変して使用したとき。 

 (5)  区間の連続していない 2枚以上の普通乗車券若しくは普通回数乗車券又は普通乗車

券と普通回数乗車券とを使用して、その各券面に表示された区間と区間との間を乗車

したとき。 

  (6)  旅行開始後の乗車券を他人から譲り受けて使用したとき。 

 (7)  証明書等の携帯を必要とする乗車券を使用する旅客が、これを携帯していないとき。 

  (8)  有効期間を経過した乗車券を使用したとき。 

 (9)  係員の承諾を得ないで、乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したとき。 

(10)  大人が小児用の乗車券を使用したとき。 

(11)  乗車券をその券面に表示された発着の順序に違反して使用したとき。 

(12)  その他乗車券を不正乗車の手段として使用したとき。 

２ 前項の規定は、偽造（擬装を含む。以下同じ。）した乗車券を使用して乗車した場合に

準用する。 

 

（定期乗車券が無効となる場合） 

第 64条 定期乗車券は、次の各号の 1に該当する場合は、無効として回収する。 

 (1)  定期乗車券をその記名人以外の者が使用したとき。ただし、通勤定期乗車券をその

記名人の同一家族が使用した場合を除く。 

 (2)  券面表示事項が不明となった定期乗車券を使用したとき。 

  (3)  使用資格、氏名、年齢、区間又は通学の事実を偽って購入した定期乗車券を使用し

たとき。 

  (4)  券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 
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(5) 区間の連続していない 2枚以上の定期乗車券を使用して、その各券面に表示された

区間と区間との間を乗車したとき。 

  (6)  定期乗車券の区間と連続していない普通乗車券又は普通回数乗車券を使用して、そ

の各券面に表示された区間と区間との間を乗車したとき。 

  (7)  通学定期乗車券を使用する旅客が、その使用資格を失った後に使用したとき。 

 (8)  有効期間開始前の定期乗車券をその期間開始前に使用したとき。 

 (9)  有効期間満了後の定期乗車券をその期間満了後に使用したとき。 

 (10)  通学定期乗車券を使用する旅客が、第 67条による証明書を携帯していないとき。 

(11)  係員の承諾を得ないで、定期乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したと

き。 

 (12)  その他定期乗車券を不正乗車の手段として使用したとき。 

２ 前項の規定は、偽造した定期乗車券を使用して乗車した場合に準用する。 

 

（通学定期乗車券の効力） 

第 65条 通学定期乗車券は、その通学する指定学校の代表者の発行した証明書を携帯する

場合に限って有効とする。 

 

 

（被救護者旅客運賃割引証の効力） 

第 66条 被救護者旅客運賃割引証を使用して購入した普通乗車券は、当該割引証の代表者

に記入されている被救護者又は付添人が、当該施設の代表者の発行した次の様式による

旅行証明書を携帯する場合に限って使用することができる。 

表              裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被救護者旅客運賃割引証の有効期間は、発行の日から 1ヶ月間とする。 
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第５章 乗車券の様式 

 

第 1節 通 則 

 

（乗車券の表示事項） 

第 67条 乗車券の表面には、次の各号に掲げる事項を表示する。 

 (1)  旅客運賃 

 (2)  有効区間 

(3)  有効期間 

 (4)  発売日付 

 (5)  発売箇所名 

２ 次の各号に掲げる乗車券にあっては、前項に規定する表示事項の一部を省略すること

がある 

(1) 臨時に発売する乗車券 

 (2) その他特殊の乗車券 

 

 

（この章に規定する乗車券の様式の変更又は補足等） 

第 68条 この章において規定する乗車券の様式は、印刷上の形式であって、それぞれの乗

車券は、相当の事項を印刷するとともに、発売する際に、不足する事項又は印刷する事

項を記入式とした事項等については、印章を押し、記載し、切断し又は入鋏する等の方

法によって補うものとする。 

２  乗車券の様式は、必要によって、次の各号に定めるところにより変更することがある。 

(1)  前条第 1項に規定する表示事項 

イ 表示事項の一部の裏面表示 

   ロ 表示事項の配列の変更 

(2)  前号以外の様式 

 イ 乗車券の寸法の変更 

 ロ 表示事項の表示箇所、配列又は表示方法の変更 

 ハ 表示事項の一部の省略又は追加 

３ 乗車券の様式で、大人、小児等に共用できる様式のものであっても、専用の様式のも

のを使用することがある。 

４ 小児用の乗車券は、次に規定する記号を関係片の表面に印刷する。 

(1) 小児用の乗車券  「小」又は「こども」 
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（乗車券の駅名の表示方） 

第 69条 乗車券の発駅名及び着駅名は、旅客運賃の計算方に従って表示する。ただし、団

体乗車券の乗車区間については、乗車する列車の発駅名及び着駅名を表示する。 

 

（旅客運賃の割引等に対する表示） 

第 70条 旅客運賃の割引等を行う乗車券には、その証として、関係券片の表面にゴム印の

押なつにより、次の各号に定める記号等の表示を行う。 

(1) 大人用又は大人小児用の乗車券を小児用とするもの 

イ 大人用の乗車券を小児用に代用するもの及び大人小児用の普通回数乗車券を小児

に発売するもの 

       

 

ロ 乗車券発売機用の大人小児用の乗車券を小児用とするもの 

 

 

(2) 再交付するもの 

 

 

(3) 期間満了前の定期乗車券を回収して、期間の継続する新たな定期乗車券を、その有

効期間の開始日前から有効とさせるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 

継 続 

小 

再 
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第２節 乗車券の様式 

 

（片道乗車券の様式） 

第 71条 片道乗車券の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1)  補充片道乗車券 

 

 

 (2)  一般式乗車券発売機用 

 

 

 

 

 

 

 

 

（往復乗車券の様式） 

第 72条 往復乗車券の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 

 (1)  発券端末機用往復乗車券 
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(2)  補充往復乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（車内補充券の様式） 

第 73条 車内補充券の様式は、次のとおりとする。 
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（定期乗車券の様式） 

第 74条 定期乗車券の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1)  発券端末機により発行する定期乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  補充定期乗車券 

福井鉄道株式会社 

     №00001   通
用
１
ヶ
月 

通
用
３
ヶ
月 

通
用
６
ヶ
月 

通 勤 

通勤定期乗車券 №00001 

  

  

平成  年  月  日から  経由（    ）     平成  年  月  日から 

     

平成     年     月      日まで    平成  年  月  日まで 

も      殿   才 運賃    円       運賃    円 

 

平成  年  月  日        駅発行 

   平成   年   月   日  

       駅発行 
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（回数乗車券の様式） 

第 75条 回数乗車券の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1)  常備普通回数乗車券 
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（2） 補充普通回数乗車券 
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（団体乗車券の様式） 

第 76条 団体乗車券の様式は、次のとおりとする。 
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（貸切乗車券の様式） 

第 77条 貸切乗車券の様式は、次のとおりとする。 
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第６章 乗車券の改札及び引渡し 

 

第１節 通則 

 

（乗車券の改札） 

第 78条 乗車の目的で乗降場に入場し、又は乗降場から出場しようとする者は、所定の乗

車券を所持して、係員の改札を受け、定められた場所から入場しなければならない。 

２ 前項の規定による外、旅客は、係員の請求があるときは、いつでもその所持する乗車

券の改札を受けなければならない。当該乗車券の使用が証明書等の携帯を必要とするも

のであるときの証明書等についても又同じ。 

３ ＩＣＯＣＡ乗車券はＩＣ改札機で入出場しなければならない。 

 

（乗車券の引渡し） 

第 79条 旅客は、その所持する乗車券が効力を失い、若しくは不要となった場合、又はそ

の乗車券を使用する資格を失った場合は、当該乗車券を係員に引き渡すものとする。 

 

 

第２節 乗車券の改札及び引渡し 

 

（普通乗車券の改札及び引渡し） 

第 80条 普通乗車券を使用する旅客は、旅行を開始する際に、当該乗車券を係員に呈示し

て入鋏等を受けるものとする。 

２ ＩＣＯＣＡ乗車券はＩＣ改札機で入場するものとする。 

３ 普通乗車券を使用する旅客は、旅行を終了した際に、当該乗車券を係員に引き渡すも

のとする。 

 

（定期乗車券の改札及び引渡し） 

第 81条 定期乗車券を使用する旅客は、旅行を開始する際及び旅行を終了した際に、当該

乗車券を係員に呈示してその改札を受けるものとする。 

２ ＩＣＯＣＡ定期券はＩＣ改札機で入出場するものとする。 

３ 定期乗車券を使用する旅客は、当該乗車券の有効期間が満了した際に、直ちに、これ

を係員に引き渡すものとする。但し、ＩＣＯＣＡ定期券はこの限りでない。 

 

（普通回数乗車券の改札及び引渡し） 

第 82条 普通回数乗車券を使用する旅客は、旅行を開始する際に、当該乗車券を係員に呈

示して入鋏を受け、旅行を終了した際に、これを係員に引き渡すものとする。 
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（団体乗車券の改札及び引渡し） 

第 83条 団体乗車券を使用する旅客の引率者は、旅行を開始する際及び途中下車をする際

に、当該乗車券を係員に呈示して改札を受けるものとする。 

２ 前項の引率者は、団体旅客が券面に表示された発着区間の旅行を終了した際に、その

所持する乗車券を係員に引き渡すものとする 
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第７章 乗車変更等の取扱い 

 

第１節 通則 

  

（乗車変更等の取扱箇所） 

第 84 条 乗車変更その他この章に規定する取扱いは、駅又は車内において行う。ただし、

旅客運賃の払戻しは、旅行中止駅等所定の駅に限って取り扱う。 

 

 

第２節 乗車変更の取扱い 

 

第 1款 通則 

 

（乗車変更の種類） 

第 85条 旅客が、その所持する乗車券に表示された運送条件と異なる条件の乗車券を必要

とする場合に当社が取り扱う変更(この変更を「乗車変更」という。)の種類は、乗車変

更の申し出の時期に応じて、次の各号のとおりとする。 

(1) 当該乗車券による旅行開始前又は使用開始前に申し出があった場合 

     乗車券変更 

(2)  当該乗車券による旅行開始後又は使用開始後に申し出があった場合 

    イ 区間変更 

 ロ 団体乗車券変更 

 

（別途乗車） 

第 86条 旅客が、乗車変更の請求をした場合において、その所持する乗車券が、乗車変更

の取扱いについて制限のあるものであるとき、又は旅客運賃計算後の打切り等によって旅

客の希望するとおりの変更の取扱いができないものであるときは、その取扱いをしない区

間について、別途乗車として、その区間に対する相当の旅客運賃を収受して取り扱う。 

 

第２款 旅行開始前又は使用開始前の乗車変更の取扱い 

 

（乗車券変更） 

第 87条  普通乗車券を所持する旅客は、旅行開始前又は使用開始前に、あらかじめ係員に

申し出て、その承諾を受け、1回に限って、当該普通乗車券から他の普通乗車券に変更(こ

の変更を「乗車券変更」という。)することができる。 

２ 乗車券変更の取扱いをする場合は、原乗車券に対するすでに収受した旅客運賃とを比
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較し、不足額は収受し、過剰額は払戻しをする。 

３ 前項の規定により旅客運賃の計算をする場合に、原券乗車券が割引のものであった場

合、実際の乗車する区間に対する旅客運賃を原乗車券に適用した割引率による割引の旅

客運賃によって計算する。 

 

第３款 旅行開始後又は使用開始後の乗車変更の取扱い 

 

（区間変更） 

第 88条 普通乗車券を所持する旅客は、旅行開始後又は使用開始後に、あらかじめ係員に

申し出て、その承諾を受け、当該乗車券に表示された着駅について、着駅を、当該着駅

を超えた駅への変更(この変更を「区間変更」という。)をすることができる。 

２ 区間変更をする場合は次の各号に定めるところにより取り扱う。 

(1) 原乗車券の区間に対するすでに収受した旅客運賃と、実際の乗車区間に対する普通

旅客運賃とを比較し、不足額を収受する 

(2) 原乗車券が割引普通乗車券であった場合、実際の乗車区間に対する普通旅客運賃を

原乗車券に適用した割引率による割引の普通旅客運賃によって計算する。 

 

（団体乗車券変更） 

第 89条 団体乗車券を所持する旅客は、使用開始後に、あらかじめ係員に申し出て、その

承諾を受け、1回に限って、区間変更又乗車列車の変更をすることができる。ただし、こ

れらの変更は、輸送上の支障がない場合に限り取扱う。 

２ 団体乗車券変更の取扱いをする場合は、旅客運賃収受人員又は、変更人員に対して、

次の各号に定めるところにより計算した旅客運賃を収受する。この場合、旅客運賃につ

いては無割引の普通旅客運賃によって計算する。 

(1) 区間変更の取扱いをする場合の旅客運賃の計算方は、第 51 条、第 52 条及び第 53

条の規定を準用する。 

  

（旅客運賃の払戻しをしない場合） 

第 90 条 旅客は、第 55 条の規定により小児が大人用の乗車券を使用して乗車した場合の

旅客運賃の差額については、払戻しを請求することができない。 
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第３節 乗車券の無札及び無効 

  

（乗車券の無札及び不正使用の旅客に対する旅客運賃・増運賃の収受） 

第 91条 旅客が、次の各号の 1に該当する場合は、当該旅客の乗車駅からの区間に対する

普通旅客運賃と、その 2倍に相当する額の増運賃とをあわせて収受する。 

  (1) 係員の承諾を受けず乗車券を所持しないで乗車したとき。 

(2)  別に定める場合を除いて、乗車券に入鋏を受けないで乗車したとき。 

  (3) 第 65条の規定によって無効となる乗車券（偽造の乗車券を含む。）で乗車したとき。 

 (4)  乗車券改札の際にその呈示を拒み、又はその取集めの際に引き渡しをしないとき。 

２ 前項の場合、旅客が第 65条第１項第 5号の規定により無効となる 2以上の普通回数乗

車券で乗車したときは、当該各普通回数乗車券の券面に表示された区間と区間外とを通

じた区間を乗車したものとして計算した前項の規定による旅客運賃及び増運賃を当該旅

客から収受する。 

３ 団体旅客が、その乗車券の券面に表示された事項に違反して乗車した場合は、第 4 項

に該当するときを除き、その全乗車人員について計算した第 4 項の規定による旅客運賃

及び増運賃を、 その団体申込者から収受する。 

４ 団体旅客が、乗車券面に表示された人員を超過して乗車し、又は小児の人員として大

人を乗車させたときは、第 65条の規定にかかわらず、その超過人員又は大人だけを、そ

の団体申込者から第 1項の規定による旅客運賃及び増運賃を収受する。 

 

（定期乗車券等不正使用旅客に対する旅客運賃の収受） 

第 92条 第 64条の規定により定期乗車券を無効として回収した場合は、当該旅客から次 

の各号による普通旅客運賃と、その 2倍に相当する額の増運賃とをあわせて収受する。 

(1) 第 64 条第１項第 1 号から第 5 号までの 1 に該当する場合は、その定期乗車券の効

力が発生した日(第 5 号に該当する場合で効力の発生した日が異なるときは、発見日

に近い日)から、同項第 7号に該当する場合はその使用資格を失った日から、同項第 8

号に該当する場合はその発売の日から、同項第 9号に該当する場合はその有効期間満

了の日の翌日からそれぞれの無効の事実を発見した当日まで、その定期乗車券を使用

して、券面に表示された区間(同項第 5 号の場合においては、各定期乗車券の券面に

表示された区間と区間外とを合わせた区間)を毎日 1 往復(又は 2 回)ずつ乗車したも

のとして計算した普通旅客運賃。 

(2) 第 64 条第１項第 6 号に該当する場合であって回数乗車券を使用したときは、定期

乗車券及び回数乗車券の券面に表示された区間と、その区間外とを通じた区間を、当

該券片に対して往復乗車したものとして計算した普通旅客運賃。 
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(3) 第 64 条第１項第 6 号に該当する場合であって普通乗車券を使用したとき及び同項

第 10号から第 12号までの 1に該当する場合は、その乗車した区間に対する普通旅客

運賃。 

 

（乗車駅が不明の場合の旅客運賃の計算方） 

第 93 条 第 91 条の規定により旅客運賃・増運賃を収受する場合において、当該旅客の乗

車駅が判明しない場合は、その列車の出発駅から同条の規定を適用する。 

 

 

第４節 乗車券の紛失 

 

（乗車券紛失の場合の取扱方） 

第 94条 旅客が、旅行開始後、乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定で

きないときは、既に乗車した区間については、第 91 条又は第 93 条の規定による旅客運

賃及び増運賃を、前途の乗車区間については、普通旅客運賃を収受し、又、係員がその

事実を認定することができるときは、その全乗車区間に対する普通旅客運賃を収受して、

増運賃は収受しない。 

２ 第 1項後段の規定は、旅客が旅行開始前に、乗車券(定期乗車券及び回数乗車券を除く)

を紛失した場合に準用する。 

 

（団体乗車券又は貸切乗車券紛失の場合の取扱方） 

第 95条 旅客が団体乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することがで

きるときは、第 94条の規定にかかわらず、別に旅客運賃を収受しないで、相当の団体乗

車券を再交付することがある。ただし、再交付の請求をしたときにおいて、当該乗車券

についてすでにその旅客運賃の払い戻しをしている場合を除く。 

 

 

第５節 任意による旅行の取りやめ 

 

（旅行開始前の旅客運賃の払戻し） 

第 96条 旅客は、旅行開始前に、普通乗車券が不要となった場合は、その乗車券の券片が

入鋏前で、かつ、有効期間内であるときに限って、これを駅に差し出して既に支払った

旅客運賃の払戻しを請求することができる。 

２ 前項の規定により払戻しの請求をした旅客は、手数料として、乗車券 1 枚につき 160

円を支払うものとする。 
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３ 前 1 項の規定により払戻しの請求をした乗車券が往復を発売条件として発売した割引

乗車券であって往片を使用している場合の払戻し額は、同項の規定にかかわらず、既に

収受した往復旅客運賃から既に使用した往片の券片区間に対する無割引の普通旅客運賃

を差し引いた残額とする。 

 

（使用開始前の定期旅客運賃、回数旅客運賃の払戻し） 

第 97 条  前条第 1 項の規定は、有効期間の開始日前の定期乗車券、使用開始前の回数乗

車券について準用する。 

２ 前項の規定により払戻しの請求をした旅客は、手数料として、定期乗車券 1 枚につき

550円、回数乗車券 1冊につき 230円を支払うものとする 

 

（旅行開始前の団体旅客運賃の払戻し） 

第 98条 旅客は、旅行開始前に団体乗車券が不要となった場合は、始発駅出発時刻前まで

にこれを駅に差し出したときに限ってすでに支払った団体旅客運賃の払戻しを請求する

ことができる。この場合、旅客は、手数料として乗車券 1 枚につき 230 円を支払うもの

とする。 

 

（旅行開始後又は使用開始後の旅客運賃の払戻し） 

第 99条 旅客は、普通乗車券を使用して旅行を開始した後、旅行を中止した場合は、旅客

運賃の払戻しを請求することができない。 

２ 往復乗車券の未使用券片については、前項の規定にかかわらず、第 98条の規定を適用 

する。 

 

（不乗区間に対する旅客運賃の払戻しをしない場合） 

第 100条 旅客は、第 53条の規定により乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅か

ら任意に旅行を開始した場合の不乗区間については、旅客運賃の払戻しを請求すること

ができない。 

 

（定期乗車券使用開始後の旅客運賃の払戻し） 

第 101 条 旅客は、定期乗車券の使用を開始した後、その定期乗車券が不要となった場合

は、有効期間内であるときに限って、これを駅に差し出して、既に支払った定期旅客運

賃から、使用経過月数に相当する定期旅客運賃を差し引いた残額の払戻しを請求するこ

とができる。この場合、旅客は、手数料として、乗車券 1 枚につき 550 円を支払うもの

とする。 

２ 前項の計算においては、払戻し請求の当日は経過日数に算入し、又、1ヶ月未満の経過

日数は 1ヶ月として計算する。 
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３ 第 1 項の定期乗車券の経過月数に相当する定期旅客運賃は、次の各号によって計算す

る。 

(1) 使用経過月数が 1ヶ月又は 3ヶ月のときは、各その月数に相当する定期旅客運賃 

(2) 使用経過月数が 2ヶ月のときは、1ヶ月に相当する定期旅客運賃の 2倍の額 

(3) 使用経過月数が 4ヶ月のときは、3ヶ月と 1ヶ月に相当する定期旅客運賃の合算額 

 

（普通回数乗車券使用開始後の旅客運賃の払戻し） 

第 102 条 旅客は、普通回数乗車券の使用を開始した後、その普通回数乗車券の一部券片

が不要となった場合は、有効期間内であるときに限って、これを駅に差し出して、既に

支払った普通回数旅客運賃から、券面区間に対する所定の片道普通旅客運賃に使用券片

数（総券片数から旅客が提出した券片数を差し引いた券片数とする）を乗じて算出した

旅客運賃額を差し引いた残額の払いもどしを請求することができる。この場合、旅客は、

手数料として、乗車券 1冊につき 230円を支払うものとする。 

 

 

第６節 運行不能及び遅延 

 

（列車の運行不能及び遅延の場合の取扱方） 

第 103 条 旅客は、旅行開始後又は使用開始後に、次の各号の 1 に該当する事由が発生し

た場合には、事故発生前に購入した乗車券について、当該各号の 1 に定めるいずれかの

取扱いを選択のうえ請求することができる。ただし、定期乗車券及び回数乗車券を使用

する旅客は第 105 条に規定する無賃送還(定期乗車券による無賃送還を除く)、第 107 条

に規定する有効期間の延長若しくは旅客運賃の払戻しの取扱いに限って請求することが

できる。 

(1) 列車が運行不能となったとき 

イ 第 104条に規定する旅行の中止並びに旅客運賃の払戻し 

ロ 第 105条に規定する無賃送還並びに旅客運賃の払戻し 

(2) 車両の故障その他旅客の責任とならない事由によって、当該列車に乗車することが

できないとき。 

イ 第 104条に規定する旅行の中止並びに旅客運賃の払戻し 

(3) ＩＣＯＣＡで入場した場合は別途定めるＩＣカード乗車券取扱規程に準ずる。 

 

２ 旅客は、旅行開始前又は使用開始前に、前項各号に定める事由が発生したため、事故

発生前に購入した乗車券(定期乗車券及び回数乗車券を除く)が不要となった場合は、こ

れを駅に差し出して、すでに支払った旅客運賃の払戻しを請求することができる。ただ

し、有効期間内のものであるときに限る。 
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（旅行中止による旅客運賃の払戻し） 

第 104 条 前条第 1 項の規定により、旅客が旅行を中止し、乗車券を駅に差し出して旅客

運賃の払戻しの請求をした場合は、旅行中止駅・着駅間に対する旅客運賃の払戻しをす

る。この場合、原乗車券が割引乗車券であるときは、割引条件のいかんにかかわらず、

旅行中止駅・着駅間に対する当該割引の旅客運賃とする。 

 

（無賃送還の取扱方） 

第 105 条 第 103 条第 1 項の規定により旅客が無賃送還の取扱いの請求をした場合は、次

の各号に定めるところによる。 

 (1) 無賃送還は、その事実が発生した際使用していた乗車券の券片に表示された発駅ま

での区間を最近の列車に乗車する場合に取り扱う。ＩＣＯＣＡでは取扱しない。 

 (2) 無賃送還中は、途中下車の取扱いをしない。 

 (3) 旅客が前各号による乗車を拒んだときは、無賃送還の取扱いをしない。 

２ 前項の規定により無賃送還を行った場合は次の各号の定めるところにより旅客運賃の

払い戻しをする。 

  (1) 発駅まで無賃送還したときは、既に収受した旅客運賃の全額。 

 (2) 発駅に至る途中駅まで無賃送還をしたとき又は旅客が無賃送還中の途中駅に下車

したとき 

     ア 原乗車券が無割引のものであるときは、途中駅・着駅間に対する無割引の普通旅

客運賃。 

     イ 原乗車券が割引のものであるときは、割引条件のいかんにかかわらず、途中駅・

着駅間に対する割引の普通旅客運賃。 

３ 第 1 項に規定する無賃送還を行った場合、回数乗車券を使用する旅客は、当該券片を

その後 1回に限り、その券面表示事項に従って使用することができる。 

４ ＩＣＯＣＡで入場した場合はＩＣカード乗車券取扱規程第 30条に定めるところによる。 

 

（旅客運賃の払戻し駅） 

第 106 条 第 104 条及び第 105 条の規定により、旅客運賃の払戻しを受けようとする旅客

は、次の各号に定める駅で旅客運賃の払戻しの請求をしなければならない。 

(1) 無賃送還の取扱いを受けない旅客は、旅行中止駅 

(2) 無賃送還の取扱いを受ける旅客は、送還を終えた駅 

 

（定期乗車券若しくは普通回数乗車券の有効期間の延長又は旅客運賃の払戻し） 

第 107 条 旅客は第 103 条第 1 項の規定により定期乗車券若しくは普通回数乗車券の有効

期間の延長又は旅客運賃の払戻しをする場合は、列車が運行休止のため、引き続き 5 日
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以上その乗車券を使用できなくなったときに限り、その乗車券を駅に差し出して、相当

日数の延長又は次の各号に定める金額の払戻しを請求することができる。 

 但し、ＩＣＯＣＡ定期券に限り有効期間延長は行わず、有効期限終了後に相当日数分の

払戻しを請求できるものとする。 

(1) 定期乗車券 

    使用しない区間の原定期乗車券と同一の種類及び有効期間による定期旅客運賃を

次の日数で除し、その 10円未満のは数を 10円単位に切り上げた日割額に、休止日数

を乗じては数整理した額 

イ 有効期間が１ヶ月のものにあっては、30日 

ロ 有効期間が 3ヶ月のものにあっては、90日 

ハ 有効期間が 6ヶ月のものにあっては、180日 

(2) 普通回数乗車券 

    普通回数旅客運賃に残余の券片数を乗じ、これを総券片数で除し、は数計算した額 

 

 

第７節 誤乗及び誤購入 

 

（誤乗区間の無賃送還） 

第 108 条 旅客(定期乗車券又は回数乗車券を使用する旅客を除く)が、乗車券面に表示さ

れ区間外に誤って乗車した場合において、係員がその事実を認定したときは、その乗車

券の有効期間内であるときに限って、最近の列車によって、その誤乗区間について、無

賃送還の取扱いをする。 

２ 前項の取扱いをする場合の誤乗区間については、別に旅客運賃を収受しない。 

 

（誤乗区間無賃送還の取扱方） 

第 109条 前条の規定による無賃送還の取扱いは、次の各号に定めるところによる。 

 (1) 無賃送還中は、途中下車の取扱いをしない。 

  (2) 旅客が無賃送還中に途中駅に下車したときは、誤って乗車した区間及び既に送還し

た区間に対して、それぞれ普通旅客運賃を収受する。 

 

（乗車券の誤購入の場合の取扱方） 

第 110 条 旅客が誤ってその希望する乗車券と異なる乗車券を購入した場合で、その誤購

入の事由が駅名の同一・類似その他やむを得ないと認められ、かつ、係員がその事由を

認めたときは、正当な乗車券に変更の取扱いをする。 

２ 前項の場合は、既に収受した旅客運賃と正当な旅客運賃とを比較し、不足額は収受し、

過剰額は払戻しする。 
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第８章 振替輸送 

 

第１節 通則 

 

（振替輸送の取扱い） 

第 111条 当社とえちぜん鉄道において、運行不能又は運転休止となった場合、振替輸

送を行うことができる。 

 

第 2節 振替輸送の取扱区間、取扱旅客等 

 

（振替輸送取扱区間） 

第 112条 当社とえちぜん鉄道の振替輸送区間は下記のとおりとする。 

当社線及びえちぜん鉄道線間 

当社 えちぜん鉄道 

田原町 田原町 

 

仁愛女子高校 

福井城址大名町 

西別院 

まつもと町屋 

福井口 

新福井 

福井駅 福井 

 

（振替輸送の取扱旅客） 

第 113条 振替輸送の取扱いを受けることができる旅客は、振替輸送取扱区間内を発着ま

たは通過する旅客で、かつ、乗車に有効な乗車券を所持しているか区間内を運行する

貸切列車の旅客に限る。 

 

（振替輸送の実施と解除） 

第 114条 振替輸送の実施と解除はこれを安全統括管理者が行う。 

２ 安全統括管理者が実施できないときは運転管理者等が代行する。 

 

 

（乗車券の取扱い） 

第 115 条 ＩＣＯＣＡ定期券の定期券控えを所持していない場合 及び 貸切列車の旅

客に振替乗車票を発行する。貸切列車の旅客には「貸切」と明記する。 
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振替乗車証様式 

 

 

 

 

 

 

２ 乗車券は次のように取扱いする。 

（１）当社が運行不能の場合 

イ 旅客の乗車券は回収しない。 

ロ 振替輸送を引き受けた相手方運輸機関が、旅客の乗車および降車の際、乗車券

を確認する。ＩＣＯＣＡ定期券は定期券控えを確認する。 

（２）相手方運輸機関が運行不能の場合 

イ 当社が、旅客の乗車および降車の際、乗車券を確認する。ＩＣＯＣＡ定期券は

定期券控えを確認する。 

ロ 降車の際、旅客の乗車券を回収する。ただし、定期券および振替輸送区間の前

途に対し有効な乗車券は回収しない。 

３ 代行バスを運行した場合も同様の取扱いとする。 

 

（手回り品の取扱い） 

第 116条 振替輸送の取扱いをする旅客が携行する手回り品は、既に有料手回り品とし

ての取扱いを受けたものについては、そのまま車内に持ち込むことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈 振替乗車証 〉 

田原町駅 ⇔ 福井駅     

 当日限り有効。途中下車できません。 

着駅でお渡しください。 

福井鉄道  
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第９章 入場券 

 

（入場券の発売） 

第 117 条 次の各号に掲げる者が、乗車以外の目的で乗降場に入場しようとする場合は、

入場券を購入し、これを所持しなければならない。入場者の年齢別の区分については、

第 40条の規定を準用する。 

(1) 大人 

(2) 小児(大人及び小児が、2人を超える乳幼児を随伴するときは、その超える乳幼児

については、小児とみなす) 

２ 入場券は、入場する日の当日に発売する。 

 

（入場券の料金） 

第 118条 入場券の料金は、1枚について、次のとおりとする。 

大人 １８０円 

小児   ９０円 

 

（入場券の効力） 

第 119条 入場券は、発売駅で発売当日中に 1人 1回に限って使用することができる。 

２ 入場券所持者は、列車内に立ち入ることができない。 

 

（入場券が無効となる場合） 

第 120条 入場券は、次の各号の 1に該当する場合は、無効として回収する。 

 (1) 券面表示事項を塗り消し、又は改変して使用したとき。 

 (2) 発売駅以外の駅で使用したとき。 

 (3) 大人が小児の入場券を使用したとき。 

 (4) その他入場券を不正行為の手段として使用したとき。 

２ 前項の規定は、偽造の入場券を使用して入場した場合に準用する。 

 

（入場券の様式） 

第 121条 入場券の様式は、次のとおりとする。 
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（入場券の改札及び引渡し） 

第 122 条 入場券は、入場の際に係員に呈示して改札を受けかつ、入鋏を受けるものとす

る。 

２ 入場券は、その使用を終えたときは、直ちに係員に引き渡すものとする。その効力を

失った場合も又同じ。 

 

（無札入場者） 

第 123 条 乗車以外の目的によって、入場券を所持しないで入場した場合、又は第 116 条

の規定により入場券を無効として回収した場合は、当該入場者から第 114 条の規定によ

る入場料金を徴収する。 

２ 前項の規定は、第 116条第 2項の規定により偽造の入場券を回収した場合に準用する。 

 

（入場料金の払戻し） 

第 124 条 第 6 条の規定により入場券の使用を制限し、又は停止した場合、旅客は入場料

金額の払戻しを請求することができる。 

２ 前項による場合の外、入場料金の払い戻しはしない。 
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第 10章 手回り品 

 

（手回り品及び持込禁制品） 

第 125 条 旅客は、第 126 条又は第 127 条に規定するところにより、その携帯する物品を

手回り品として車内に持ち込むことができる。ただし、次の各号の 1に該当する物品は、

車内に持ち込むことができない。 

(1) 別表第 3 号に掲げるもの(以下「危険品」という。)及び他の旅客に危害を及ぼすお

それがあるもの 

(2) 暖炉及びこん炉(乗車中に使用するおそれがないと認められるもの及び懐炉を除

く) 

(3) 死体 

(4) 動物(小数量の小鳥、小虫類、初生ひな及び魚介類で容器に入れたもの、第 128条に

規定する身体障害者補助犬若しくは盲導犬又は第 129 条の規定により持込みの承諾を

受けた動物を除く) 

(5) 不潔又は臭気のため、他の旅客に迷惑をかけるおそれがあるもの 

(6) 車両を破損するおそれがあるもの 

(7) 包丁類、ナイフ類、なた、鎌、はさみ、のこぎりなど（旅客に危害を及ぼすおそれ

がないように梱包されたものを除く） 

  （注）別表第 3号に定める適用除外の物品は、不注意等により内容物が漏れ出ること

がないよう措置することとする。 

２ 旅客が、手回り品中に危険品を収納している疑があるときは、その旅客の立会いを求

め、手回り品の内容を点検することがある。 

３ 前項の規定により手回り品の内容の点検を求めた場合、これに応じない旅客は、前途

の乗車をすることができない。 

 

（無料手回り品） 

第 126 条 旅客は、第 125 条に規定する以外の携帯できる物品であって、列車の状況によ

り、運輸上支障を生ずるおそれがないと認められるときに限り、3 辺最大の和が、250

センチメートル以内のもので、その重量が 30 キログラム以内のもの無料で車内に持ち

込むことができる。ただし、長さ 2 メートルを超える物品は車内に持ち込むことがで

きない。 

２ 旅客は、前項に規定する制限内であっても、自転車は次の場合に限り無料で車内に持

込むことができる。 

(1) 自転車にあっては、解体して専用の袋に収納したもの又は、折りたたみ式自転車で

あって、折りたたんで専用の袋に収納したもの 

３ 旅客は、列車の状況により、運輸上支障を生ずるおそれがないと認められる場合に限
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り、次の各号の 1に該当する犬を無料で車内に随伴させることができる。 

(1) 身体障害者補助犬法（平成 14年度法律第 49号）第 16条第 1項に規定する認定を受

けた身体障害者補助犬。ただし、同法第 12 条に規定された表示を行い、旅客が身体障

害者補助認定証を所持する場合に限る。 

(2) 道路交通法（昭和 35年法律第 105号）第 14条第 1項にいう政令で定める盲導犬、

ただし、盲導犬ハーネスをつけ、旅客が盲導犬使用者証を所持している場合に限る。 

 

（有料手回り品及び手回り品料金） 

第 127 条 旅客は、犬、猫、鳩又はこれらに類する小動物（猛獣及びヘビの類は除く）で

あって、専用の容器に入れるか、他の旅客に迷惑を及ばさないようにして係員の承諾を

得た場合は、330 円の手回り品料金を支払って車内に持ち込むことができる。 

 

（手回り品切符） 

第 128 条 第 123 条の規定により手回り品料金を支払って、有料手回り品を車内に持ち込

む旅客に対しては、手回り品切符又はこれに代る証票を交付する。 

２ 普通手回り品切符の様式は、次のとおりとする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（手回り品切符の入鋏等） 

第 129 条 手回り品切符又はこれに代わる証票は、切符又は証票に表示された条件に従っ

て当該有料手回り品を車内に持ち込む場合に限って有効とする。 

２ 手回り品切符又はこれに代わる証票は、次の各号により係員の検査を受けるとともに、
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下車の際に、これを係員に引き渡さなければならない。 

(1) 前条 2 項の規定による手回り品切符は、有料手回り品を持込む際に係員に呈示して

その下部に入鋏を受けた後携帯する。係員から請求があるときはいつでもこれを呈示

する。 

(2) 普通手回り品切符に代わる証票は、旅客がこれを携帯し係員から請求があるときは、

いつでもこれを提示する。 

 

（持込禁制品又は制限外手回り品を持ち込んだ場合の処置） 

第 130 条 旅客が、第 125 条第 1 項ただし書きの規定による車内に持ち込むことのできな

い物品又は、第 127 条の規定による持込制限を超える物品を当社の承諾を受けないで車

内に持ち込んだ場合は旅客を最近の駅に下車させ、次に定める荷物運賃及び増運賃を収

受する。 

10Kg まで 20kg まで 30 ㎏まで 50 ㎏まで 以上 20kg までを増すごとに 

600 円 750 円 900 円 1,150 円 330 円 

 

(1) 第 125条ただし書き第 1号から第 6号までの規定による物品を持ち込んだとき。 

   当該物品 1 個ごとの重量によって計算した相当荷物運賃及びその 10 倍に相当する増

運賃を収受するほか、危険品にあっては、次に定める増運賃を合わせて収受する。こ

の場合、当該物品中に危険品以外の物品を混じたときは、危険品の重量(容器又は荷

造りの重量を含む)のみについて計算する。 

ア 火薬類 1キログラムについて 1,000円 

イ その他の危険品 1キログラムについて 300円 

(2) 前号の外、車内に持ち込むことのできない物品を持ち込んだとき 

   車内に持ち込んだ物品の総重量によって計算した相当荷物運賃(持込物品が 2 個以上

であって、それぞれ適用する荷物運賃を異にするときは、その全部に対して最高割増

を適用して計算する。)及びその 2 倍に相当する増運賃を収受する。ただし、増運賃

は、旅客が、物品の無賃運送を図り荷物運賃を免れる意思が明らかであるときに限っ

て収受する。 

 

（持込禁制品を持ち込もうとした場合の処置） 

第 131 条 旅客が第 125 条ただし書き第 1 号から第 7 号までの規定による物品を車内に持

ち込もうとした場合は、前条の規定を準用することがある。 

（旅客運送の伴わない物品を持ち込んだ場合の処置） 

第 132 条 旅客運送の伴わない物品を、手回り品のように装う等の手段により物品の無賃

運送を図った場合は、無賃運送を図った者に対し、当該物品の運送区間について、第 126

条の規定を準用する。 
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（手回り品の保管） 

第 133条 手回り品は、旅客において保管の責任を負うものとする。 

 

 

 

第 11章 携帯品の一時預り及び遺失物の回送 

  

第 1節 携帯品の一時預り 

 

（一時預り品の取扱駅・取扱範囲及び取扱時間） 

第 134 条 旅客の携帯品は、別に定める駅において、一時預りの取扱いをする。ただし、

次の各号の 1に該当する物品については、一時預りの取扱いをしない。 

(1)  1 個の長さが 2 メートル(運動用具・つり道具及び天幕生活用品を除く)を超えるも

の 

(2)  1個の最少の立方形の長さ、幅及び高さの和が 2メートルを超えるもの 

(3)  1個の重量が 30キログラムを超えるもの 

(4)  他の物品を汚損するおそれがあるもの 

(5)  臭気を発するもの又は不潔なもの 

(6)  腐敗又は変質しやすいもの 

(7)  荷造りが不完全なもの 

(8)  危険品 

(9) 荷物規則別表に定めるもの 

(10) 動物 

(11) 死体 

２ 一時預りの取扱い時間は、当該駅に掲示する。 

 

（種類及び性質の申出） 

第 135条 旅客は、携帯品預入れの際、その種類及び性質を申し出るものとする。 

２ 容器・荷造等から携帯品の内容が判明せず、かつ、旅客の申出に疑があるときは、旅

客においてその内容を明らかにした場合に限って、一時預りの取扱いをする。 

 

 

（一口の範囲） 

第 136条 一時預り品は、1個を一口とする。ただし、集団の旅客から同時に携帯品 2個以

上の一時預けの申出があった場合で、預け日数その他の取扱い条件を同じくするときは、
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これらを一口として取り扱うことがある。 

 

（一時預り料） 

第 137条 携帯品について一時預りの取扱いをする場合は、1個 1日 1回について、500円 

の一時預り料を収受する。ただし、預入れの日から 6日以後の日については、その 2倍

とする。 

２ 前項の規定による料金は、携帯品預入れの際に、預入れ当日 1日分の相当額を収受し、

預け日数 2日以上のものは、その残額を一時預り品引渡しの際に収受する。 

 

（一時預り切符） 

第 138条 携帯品の一時預りを受け付けるときは、一時預り切符を交付する。 

２ 一時預り切符の様式は、次のとおりとする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一時預り期間） 

第 139条 預け主は、預入れの日から 15日以内に、一時預り品を引き取らなければならな

い。 

２ 前項に規定する期間内に一時預り品を引き取らない場合は、事故荷物として、預け駅

又は当社が指定した駅において保管する。 

（一時預り品の引渡し） 

第 140条 一時預り品は、一時預り切符と引換に引渡しをする。ただし、当社が正当権利

者であると認めるときは、その受領印を受けて引渡しをする。 
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第２節 遺失物の回送 

 

（遺失物の回送） 

第 141 条 遺失物が傘、つえ、帽子、ハンドバッグその他これに類する身の回り品であっ

て、重量が 5 キログラム以内で、かつ、取扱上支障を生ずるおそれがないと認められる

ときは、1回に限り、遺失者の申出により別に定める駅のうち、その指定する駅まで無賃

で回送の取扱いをする。ただし、当社は、その物品に滅失・破損等の損害が発生した場

合でも、故意又は重大な過失があるときを除いて、賠償の責任を負わない。 

 

（物品の無賃送還を図った場合の処置方） 

第 142条 旅客又は公衆が、その携帯品を遺失物のように装って物品の無賃送還を図った 

場合は、当該物品の運送区間について、第 124条の規定を準用する。 

 

附則 ＩＣＯＣＡ及びＩＣＯＣＡ定期券の取扱は、別に定めるＩＣカード乗車券取扱規程

に準ずる。 

 ２ この達は、令和 6年 10月 11日から施行する。 
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別表第 1号イ(第 49条第 1号イ) 

通勤定期旅客運賃(鉄道区間内相互発着となる場合) 

 

別表第 1号ロ(第 49条第 1号ロ) 

通勤定期旅客運賃(軌道区間内相互発着)※鉄道線のうち赤十字前と鉄軌道分界点間を含む 

 

別表第 1号ハ（第 49条第 1号ハ） 

通勤定期旅客運賃（鉄道区間と軌道区間を連続して乗車する場合） 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで   １０，１４０ ２８，９００ ５４，７６０ 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １２，０９０ ３４，４６０ ６５，２９０ 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １４，４３０ ４１，１３０ ７７，９２０ 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １５，６００ ４４，４６０ ８４，２４０ 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １６，７７０ ４７，７９０ ９０，５６０ 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 13 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １６，７７０ ４７，７９０ ９０，５６０ 

13 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １７，５５０ ５０，０２０ ９４，７７０ 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １７，５５０ ５０，０２０ ９４，７７０ 

 

 

 

 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ８，１９０ ２３，３４０ ４４，２３０ 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １０，１４０ ２８，９００ ５４，７６０ 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １２，０９０ ３４，４６０ ６５，２９０ 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １３，２６０ ３７，７９０ ７１，６００ 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １４，０４０ ４０，０１０ ７５，８２０ 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 12 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １５，１２０ ４３，０９０ ８１，６５０ 

12 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １５，４８０ ４４，１２０ ８３，５９０ 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 16 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １５，８４０ ４５，１４０ ８５，５４０ 

16 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １６，２００ ４６，１７０ ８７，４８０ 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 

福井市内均一区間 ７，０２０ ２０，０１０ ３７，９１０ 

赤十字前～福井市内均一区間 ８，１９０ ２３，３４０ ４４，２３０ 
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別表第 2号イ（第 49条第 2号イ） 

通学定期旅客運賃（鉄道区間内相互発着となる場合） 

 

別表第 2号ロ（第 49条第 2号ロ） 

通学定期旅客運賃(軌道区間内相互発着)※鉄道線のうち赤十字前と鉄軌道分界点間を含む 

 

別表第 2号ハ（第 49条第 2号ハ） 

通学定期旅客運賃（鉄道区間と軌道区間を連続して乗車する場合） 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ７，８００   ２２，２３０  ４２，１２０   

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ９，３００ ２６，５１０ ５０，２２０ 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １０，２１０ ２９，１００ ５５，１３０ 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １１，０４０ ３１，４６０ ５９，６２０ 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １１，８７０ ３３，８３０ ６４，１００ 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 13 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １１，８７０ ３３，８３０ ６４，１００ 

13 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １２，４２０ ３５，４００ ６７，０７０ 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １２，４２０ ３５，４００ ６７，０７０ 

 

 

 

別表第 3号（第 121条第 1項） 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ヶ月 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで ６，６８０   １９，０４０ ３６，０７０ 

2 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 4 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ７，８００ ２２，２３０ ４２，１２０ 

4 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 6 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで ９，３００ ２６，５１０ ５０，２２０ 

6 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １０，２００ ２９，０７０ ５５，０８０ 

8 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １０，５３０ ３０，０１０ ５６，８６０ 

10 ｷﾛﾒ-ﾄﾙをこえ 12 ｷﾛﾒ-ﾄﾙまで １１，３４０ ３２，３２０ ６１，２４０ 

12 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 14 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １１，６１０ ３３，０９０ ６２，６９０ 

14 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 16 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １１，８８０ ３３，８６０ ６４，１５０ 

16 ｷﾛﾒｰﾄﾙをこえ 18 ｷﾛﾒｰﾄﾙまで １２，１５０ ３４，６３０ ６５，６１０ 

営業キロ 1 ヶ月 ３ヶ月 ６ヶ月 

福井市内均一区間 ５，５１０ １５，７００ ２９，７５０ 

赤十字前～福井市内均一区間 ６，６８０ １９，０４０ ３６，０７０ 
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危険品 

番号 品目 危険品の品目 適用除外の物品 

1 火薬類 (一) 火薬 

イ 黒色火薬その他硝酸塩を主とする火

薬 

ロ 無煙火薬その他硝酸エステルを主と

する火薬 

ハ 過塩素酸塩を主とする火薬 

(二) 爆薬 

イ 雷こうその他の起爆薬 

ロ 硝安爆薬 

ハ 塩素酸カリ爆薬 

ニ カーリット 

ホ その他の硝酸塩、塩素酸塩又は過塩素

酸塩を主とする爆薬 

ヘ 硝酸エステル 

ト ダイナマイト類 

チ ニトロ化合物とこれを主とする爆薬 

(三) 火工品 

雷管、実包、空包、信管、火管、導爆

線、雷管又は火管付薬きよう、火薬又は爆

薬を装てんした弾丸類、星火を発する榴

弾、救命索発射器用ロケットその他の加工

品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる物品は、手回り品として車内に

持ち込むことができる。 

(一) 銃用火薬で、重量(容器及び荷造りの重

量を含む。)が一キログラム以内のもの 

(二) 振動、衝撃等によつて発火するおそれ

のない容器に収納した銃用雷管又は銃用

雷管付薬きようで四百個以内のもの 

(三) 銃用実包又は銃用空包で、弾帯又は薬

ごうに挿入し、又は振動衝撃等によつて発

火するおそれのない容器に収納した二百

個以内のもの 

2 高圧ガス (一) 圧縮ガス 次に掲げる物品は、手回り品として車内に持
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アセチレンガス、天然ガス、水素ガス、

硫化水素ガス、一酸化炭素ガス、石炭ガス、

水性ガス、空気ガス、アンモニアガス、 

塩素ガス、酸素ガス、窒素ガス、炭酸ガス

(二酸化炭素)、亜酸化窒素ガス(笑気ガ

ス)、ホスゲンガス、オゾン、ヘリウム、

アルゴン、ネオンガスその他の圧縮ガス 

及びその製品 

(二) 液化ガス 

液体空気、液体窒素、液体酸素、液体

アンモニア、液体塩素、液体プロパン、液

体炭酸、液体亜硫酸、フレオン一二、フレ

オン二二、液化シアン化水素(液体青酸)、

塩化エチル、塩化メチル(メチルクロライ

ド)、液化酸化エチレン、塩化ビニルモノ

マ、酸化メタンその他の液化ガス及びその

製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ち込むことができる。ただし、中身が漏れ

ることを防ぐための適当な方法で保護し

てあるものに限る。 

 

(一) 医療用又は携帯用酸素容器に封入した

酸素ガスで二本以内のもの 

(二) 消火器内に封入した炭酸ガス二本以内

のもの 

(三) 日常の用途に使用する小売店等で通常

購入可能な高圧ガスを含む製品で、２リッ

トル以内のもの又は容器・荷造りともの重

量が２キログラム以内のもの。 

3 マッチと軽火工品 (一) マッチ 次に掲げる物品は、手回り品として車内に
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安全マッチ、硫化リンマッチ、黄リン

マッチ 

(二) 軽火工品 

導火線、電気導火線、信号えん管、信

号火せん、発煙信号かん(発煙筒を含む。)、

発煙剤、煙火、がん具煙火、競技用紙雷管

(大形紙雷管を含む。)、がん具用軽火工品、

始動薬、冷始動薬(始動栓、発火薬又は着

火器ともいう。)、冷始動発熱筒、始発筒

その他の軽火工品 

持ち込むことができる。 

(一) 安全マッチで、重量(容器及び荷造りの

重量を含む。)が三キログラム以内のもの 

(二) 導火線又は電気導火線で、重量(容器及

び荷造りの重量を含む。)が三キログラム

以内のもの 

(三) がん具煙火、競技用紙雷管及びその他

のがん具用軽火工品で重量(容器及び荷造

りの重量を含む。)が一キログラム以内の

もの 

(四) 信号えん管及び信号火せんで実重量が

五百グラム以内のもの 

(五) 始動薬、冷始動薬、冷始動発熱筒及び

始発筒で、重量(容器及び荷造りの重量を

含む。)が三キログラム以内のもの 

 

4 油紙、油布類 (一) 油紙、油布とその製品 

(二) 擬ウールじゆうとその製品 

(三) 動植物油脂ろうを含有するその他の

動植物性繊維 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険品、その容器及び荷造りの合計重量が

五キログラム以内のものは、手回り品として

車内に持ち込むことができる。 

5 可燃性液体 (一) 鉱油原油、揮発油、ソルベントナフタ、(一) 日常の用途に使用する小売店等で通常
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コールタール軽油、ベンゼン(ベンゾー

ル)、トルエン(トルオール)、キシレン(キ

シロール又はザイロール)、メタノール(メ

チルアルコール又は木精)、アルコール(変

性アルコールを含む。)、アセトン、二酸

化炭素、酢酸ビニルモノマ、エーテル、コ

ロジオン、クロロシラン、アセトアルデヒ

ド、パラアルデヒド、ジエチルアルミニウ

ム、モノクロライド、モノメチルアミン、

トリメチルアミンの水溶液、ジメチルアミ

ン、ピリジン、酢酸アルミ、酢酸エチル、

酢酸メチル、蟻酸エチル、プロピルアルコ

ール、ビニルメチルエーテル、臭化エチル

(エチルプロマイド)、酢酸プチル、アルミ

アルコール、ブタノール(ブチルアルコー

ル)、フーゼル油、松根油、テレビン油(松

精油)、灯油(石油)、軽油(ガス油)、重油(バ

ンカー油、ディーゼル重油)、その他の可

燃性液体及びその製品（ペンキ） 

(二) ニトロベンゼン(ニトロベンゾール) 

(三) ニトロトルエン(ニトロトルオール) 

購入可能な可燃性液体を含む製品（揮発油

等の可能性液体そのものは除く）で、２リ

ットル以内のもの又は容器・荷造りともの

重量が２キログラム以内のものは、手回り

品として車内に持ち込むことができる。た

だし、中身が漏れることを防ぐための適当

な方法で保護してあるものに限る。 

 

6 可燃性固体 金属カリウム、金属ナトリウム(金属ソー

ダ)、カリウムアマルガム、ナトリウムアマ

ルガム、マグネシウム(粉状、箔状又はひも

状のものに限る。)、アルミニウム粉、黄リ

ン、硫化リン、ニトロセルローズ、硝石(硝

酸カリウム)、硝酸アンモニウム(硝酸アンモ

ン又は硝安)、ピクリン酸、ジニトロベンゼ

ン、ジニトロナフタリン、ジニトロトルエン、

ジニトロフェノールその他の可燃性固体及

びその製品 

 

 

 

 

 日常の用途に使用する小売店等で通常購

入可能な可燃性固体を含む製品で、容器・

荷造りともの重量が２キログラム以内の

ものは、手回り品として車内に持ち込むこ

とができる。 

7 吸湿発熱物 ハイドロサルハイト、生石灰(酸化カルシ 乾燥した状態のカーバイドで、破損するお
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ウム)、低温焼成ドロマイト、リン化カルシ

ウム、カーバイド(炭化カルシウム) 

それのない容器に密閉した一個の重量が二十

キログラム以内のものは、手回り品として車

内に持ち込むことができる。 

8 酸類 (一) 強酸類 

硝酸、硫酸、塩酸、塩化スルホン(塩化

スルフリンを含む。)、沸化水素酸 

(二) 薬液を入れた鉛蓄電池 

次に掲げる物品は、手回り品として車内に

持ち込むことができる。 

(一) 酸類で、密閉した容器に収納し、かつ、

破損するおそれのないよう荷造りした

〇・五リットル以内のもの 

(二) 薬液を入れた鉛蓄電池で堅固な木箱に

入れ、かつ、端子が外部に露出しないよう

に荷造りしたもの 

9 酸化腐しよく剤 塩素酸カリウム、塩素酸バリウム(塩酸バ

リウム)、塩素酸ナトリウム(塩素酸ソーダ)、

過塩素酸アンモニウム(過塩素酸アンモン)、

塩化リン、過酸化ナトリウム(過酸化ソー

ダ)、過酸化バリウム、晒粉、臭素(ブロム)、

塩素酸カルシウム、塩素酸銅、塩素酸ストロ

ンチウム、過塩素酸カリウム、過塩素酸ナト

リウム、過酸化亜鉛、過酸化カルシウム、過

酸化マグネシウム、過酸化アンモニウム、過

硫酸アンモニウム、過硫酸カリウム、過硫酸

ナトリウム、臭化ベンジル、青臭化ベンジル、

塩化アセトフェノン(クロルアセトフェノ

ン)、ジニトロゾレゾルシン鉛、パラトルオ

ール、スルホクロリット、四塩化チタン、三

酸化クローム(無水クロム酸)、過酸化ベンゾ

イル、シリコンAC八七その他の酸化腐しよく

剤及びその製品 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる物品は、手回り品として車内に

持ち込むことができる。 

(一) 酸化腐しよく剤で、密閉した容器に収

納し、かつ、破損するおそれのないよう荷

造りした〇・五リットル以内のもの 

(二) 晒粉及び酸化腐しよく剤製品で、重量

(容器及び荷造りの重量を含む。)が三キロ

グラム以内のもの 

10 揮散性毒物 硫酸ジメチル(ジメチル硫酸)、ノエロシリ 次に掲げる物品は、手回り品として車内に
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コン、塩化硫黄、クロルビクリン、四エチル

鉛、クロロホルム、ホルマリン、メチルクロ

ライド、液体青酸その他の揮散性毒物 

持ち込むことができる。 

(一) クロロホルム、ホルマリン及び液体青

酸で、密閉した容器に収納し、かつ、破損

するおそれのないよう荷造りした〇・五リ

ットル以内のもの 

(二) 揮散性毒物のうち試薬として用いるも

ので、重量(容器及び荷造りの重量を含

む。)が三キログラム以内のもの 

11 放射性物質 核燃料物質・放射性同位元素(ラジオ・ア

イソトープ) 

 

12 セルロイド類 セルロイド素地、セルロイドくず、セルロ

イド製品及び同半製品 

日常の用途に使用する小売店等で通常購

入可能なセルロイド製品で、実重量が３００

グラム以内のものは、手回り品として車内に

持ち込むことができる。 

 

13 農薬 銅剤、水銀剤、硫黄剤、ホルマリン剤、ジ

ネブ剤、石灰剤、砒素剤、除虫菊剤、ニコチ

ン剤、デリス剤、BHC剤、DDT剤、アルカリ剤、

鉱油剤、クロールデン剤、燐剤、浮塵子駆除

油剤、DN剤、蒸剤、殺鼠剤、除草剤、展着剤 

次の各号に掲げる物品は、手回り品として

車内に持ち込むことができる。 

(一) 農薬取締法(昭和二十三年法律第八十

二号)の適用を受けないもの。 

(二) 拡散用高圧容器に封入した農薬で二本

以内のもの。 

備考 この表において、「実重量が何グラム以内」の例により表示された重量はその内容物の実重量を示すもので、

容器、荷造り等の重量は含まない。 
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ＩＣカード乗車券取扱規程 

第１章 総  則 

（この規程の目的） 

第１条 この規程は、福井鉄道株式会社（以下「当社」といいます。）が、ＩＣカードを媒体

とした定期乗車券及びストアードフェアカード（以下「ＩＣカード乗車券」といいます。）

により当社線に係る旅客の運送等について、そのサービス内容とご利用条件を定め、も

って利用者の利便性向上を図ることを目的とします。 

 

（適用範囲） 

第２条 当社が発行するＩＣカード乗車券（以下「ＩＣＯＣＡ乗車券」といいます。）につい

てのサービス内容とご利用条件は、この規程の定めるところによります。 

２ 他社が発行するＩＣカード乗車券による当社線に係る旅客の運送等についてのサービス

内容とご利用条件は、この規程の定めるところによります。 

３ 第１項の定めにかかわらず、WESTERポイント（チャージ専用）サービスについてのサー

ビス内容とご利用条件は、WESTERポイント（チャージ専用）サービス規程の定めるところ

によります。 

４ この規程が改定された場合、以後のＩＣカード乗車券による旅客の運送等についてのサ

ービス内容とご利用条件は、改定された規程の定めるところによります。 

５ この規程に定めていない事項については、別に定めるものによります。 

 （注）別に定める主なものについては、次のとおりです。 

(1) 旅客営業規則 

(2) 西日本旅客鉄道株式会社（以下、JR西といいます。）のＩＣカード乗車券取扱約款 

（用語の意義）  

第３条 この規程における主な用語の意義は、次の各号に掲げるとおりとします。 

(1) 「当社線」とは、当社の経営する鉄・軌道線をいいます。 

(2) 「ＩＣＯＣＡ」とは、ストアードフェアカードの機能のみを搭載したＩＣＯＣＡ乗車券

をいいます。 

(3) 「小児用ＩＣＯＣＡ」とは、券面に使用者の記名を行ったものであって、記名人である

小児のご利用に供するＩＣＯＣＡをいいます。 

(4) 「地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券」とは、券面に印字を行わず、当社の定期乗車券とストア

ードフェアカードの機能を搭載したＩＣＯＣＡ乗車券をいいます。当該定期乗車券の情報

は地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とともに交付する地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券内容控に表示

します。 

(5) 「小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券」とは、小児のご利用に供する地域鉄道ＩＣＯＣＡ

定期券をいいます。 

(6) 「地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券内容控」（以下、「定期券内容控」といいます。）とは本条第



 

 

4号、第5号の定期券発売時に合わせて交付する定期券内容を記載した控えです。 

(7) 「ＩＣＯＣＡ定期券」とは、鉄道会社等の他社で発売し、券面に定期乗車券の表記を行

ったものであって、定期乗車券の機能のみを搭載又は定期乗車券とストアードフェアカー

ドの機能を搭載したＩＣＯＣＡ乗車券をいいます。 

(8) 「小児用ＩＣＯＣＡ定期券」とは、小児のご利用に供するＩＣＯＣＡ定期券をいいます。 

(9) 「ＩＣ改札機」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券の改札を行う改札機であって、駅に設備された

もの又は車両に搭載されたものをいいます。 

(10) 「ＳＦ」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券に記録される金銭的価値をいいます。 

(11) 「チャージ」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券に入金してＳＦを積み増しすることをいいます。 

(12) 「デポジット」とは、ＩＣカードの利用権の代価として収受するものをいいます。 

(13) 「定期利用者」とは、第６号に記載された氏名をいいます。 

(14) 「記名人」とは、第３号、７号、８号で券面に記載された氏名をいいます。 

(15) 「スマートＩＣＯＣＡ」とは、JR 西が指定したクレジットカードをチャージ支払い用に

登録したＩＣＯＣＡ又はＩＣＯＣＡ定期券であって、サービス内容及びご利用条件等につ

いて JR西が定めたものをいいます。 

(16) 「モバイルデバイスのＩＣＯＣＡ」とは、ＩＣＯＣＡ乗車券のうち、JR 西が指定した携

帯情報端末のアプリケーションにおいて使用するＩＣＯＣＡ又はＩＣＯＣＡ定期券であ

って、サービス内容及びご利用条件等について JR 西のモバイル規約に約定したものをい

います。 

（契約の成立時期及び適用規定） 

第４条 ＩＣＯＣＡ乗車券による契約の成立時期は、ＩＣＯＣＡ乗車券を購入したときとしま

す。 

２ 個別の運送契約の成立時期は、駅（当社の駅を指します。以下同じ。）又は車両（ＩＣＯ

ＣＡ乗車券の改札を行うＩＣ改札機を搭載した当社線を運行する車両を指します。以下同

じ。）において乗車の際にＩＣ改札機による乗車処理を受けたときとします。地域鉄道Ｉ

ＣＯＣＡ定期券にかかわる運送契約は、その地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発売したときに

成立するものとします。 

３ 前各項の規定によって契約の成立した時以後における取扱いは、別段の定めをしない限

り、すべてその契約の成立した時の定めによるものとします。 

（規程の変更） 

第５条 当社は、民法548条の４の規定に基づき、以下の場合は、本規程を変更することがで

きるものとします。 

(1) 本規程の変更が、旅客の一般の利益に適合する場合 

(2) 本規程の変更が、契約をした目的に反せず、変更の必要性、変更後の内容の相当性、そ

の他変更に係る事情に照らして合理的なものである場合 

２ 本規程を変更する場合、当社はあらかじめインターネット上で公表する等の相当な方法

で、変更内容および変更後の規程の効力発生時期を告知するものとします。 

 

（旅客の同意） 

第６条 前条により規程を変更した場合、旅客が変更後に本サービスを利用したことをもっ

て、旅客は変更後の規程に同意したものとみなします。 



 

 

（利用エリア） 

第７条 当社線におけるＩＣＯＣＡ乗車券の利用エリアは別表１のとおりとします。 

２ 前項の定めにかかわらず、別表１の２に定める利用エリアをまたがって乗り継ぐ場合に

限って接続駅において乗車することができます。 

３ 第８条第１項の定めにかかわらず、当社線福井城址大名町電停において乗り継ぐ場合に

限って改札を受けることなく、乗車することができます。 

（使用方法） 

第８条 ＩＣＯＣＡ乗車券を用いて乗車するときは、第７条に定める利用エリア内の駅相互間

をＩＣ改札機による乗車処理を行って乗車し、同一のＩＣＯＣＡ乗車券によりＩＣ改札機

による降車処理を行って降車しなければなりません。 

２ 前項の場合、ＳＦ残額は10円単位で旅客運賃等に充当します。 

（発売箇所） 

第９条 当社におけるＩＣＯＣＡ乗車券の発売箇所は、当社が別に定めます。 

２ 前項のほか、第48条の規定により、他社でＩＣＯＣＡ乗車券を発売する場合があります。

この場合、発売箇所は他社が別に定めます。 

（制限事項等） 

第１０条 １回の乗車につき、２枚以上のＩＣＯＣＡ乗車券を同時に使用することはできませ

ん。 

２ 次の各号の１に該当する場合には、ＩＣＯＣＡ乗車券は直接ＩＣ改札機で使用すること

ができません。 

(1) 乗車時にＳＦ残額がないとき（地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の有効期間内で有効区間内か

ら入場する場合を除きます。） 

(2) 降車時にＳＦ残額が減額する運賃相当額に満たないとき 

(3) ＩＣＯＣＡ乗車券の破損、ＩＣ改札機の故障等によりＩＣ改札機によるＩＣＯＣＡ乗車

券の内容の読み取りが不能となったとき 

(4) 第42条第１号の規定により、カードが交換され、ＩＣ改札機による地域鉄道ＩＣＯＣＡ

定期券の内容の読み取りが不能となったとき 

３ 他の乗車券と併用して使用することはできません。 

４ 偽造、変造又は不正に作成されたＩＣＯＣＡ乗車券を使用することはできません。 

５ ＩＣＯＣＡ乗車券のＳＦを使用して、当社窓口で旅客営業規則に定める乗車券の引換は

できません。 

（制限又は停止） 

第１１条 旅客の運送の円滑な遂行を確保するため等、必要があるときは、次に掲げる制限又は

停止をすることがあります。 

(1) 発売又は再発行等の箇所・枚数・時間・方法の制限若しくは停止 

(2) 乗車区間・乗車方法・乗車する列車等の制限 

２ 前項の規定による制限又は停止をする場合は、その旨を関係駅等に掲示します。 

３ 本条に基づくサービスの制限又は停止に対し、当社はその責めを負いません。ただし、

当該制限又は停止が、当社の故意又は重過失によって生じた場合は除きます。 



 

 

（ＩＣカードの所有権） 

第１２条 ＩＣＯＣＡ乗車券に使用するＩＣカードの所有権は、ＩＣＯＣＡ乗車券の発売箇所に

かかわらず、JR西に帰属します。 

２ ＩＣＯＣＡ乗車券が不要となったとき及びそのＩＣＯＣＡ乗車券を使用する資格を

失ったときは、当社または JR西にＩＣカードを返却しなければなりません。 

（デポジット） 

第１３条 第９条に定める発売箇所においてＩＣＯＣＡ乗車券を発売するにあたり、当社はＩＣ

カードを旅客に貸与するものとします。この場合、デポジットとしてＩＣカード１枚につ

き500円を収受します。 

２ ＩＣＯＣＡ乗車券として利用したＩＣカードを旅客が返却したときは、第14条、第23条

又は第37条に定める場合を除き当社はデポジットを返却します。 

３ デポジットは旅客運賃等に充当することはできません。 

（ＩＣＯＣＡ乗車券の失効） 

第１４条 カードの交換、ＳＦの使用、ＳＦのチャージ又は地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に付加した

定期乗車券の更新のいずれかの取扱いを行った日の翌日を起算日として、10年間これらの取扱

いが行われない場合で、当社が特に定めた場合にはＩＣＯＣＡ乗車券を失効させることがあり

ます。 

２ 前項により失効したＩＣカードのＳＦ及びデポジットの返却を請求することはできません。 

（チャージ） 

第１５条 ＩＣＯＣＡ乗車券には、地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券発売窓口（以下、「当社窓口」と

いいます。）、車載機またはチャージ機でチャージすることができます。ただし、ＩＣＯＣ

Ａ乗車券がモバイルデバイスのＩＣＯＣＡの場合は、携帯情報端末の取扱いが可能な機器

に限ります。 

２ 前項の場合、ＩＣＯＣＡ乗車券には、別表2に定めるいずれかの額をチャージすることが

できます。ただし、１枚当たりのＳＦの残額は20,000円を超えることはできません。 

（ＳＦ残額の確認） 

第１６条 旅客は、ＩＣＯＣＡ乗車券のＳＦ残額を当社窓口、チャージ機またはＩＣ改札機によ

り確認することができます。ただし、ＩＣＯＣＡ乗車券がモバイルデバイスのＩＣＯＣＡ

の場合は、携帯情報端末の取扱いが可能な機器に限ります。 

（ＳＦ利用履歴の確認） 

第１７条 旅客はＩＣＯＣＡ乗車券の利用履歴を当社窓口により次の各号に定めるとおり確認

することができます。ただし、ＩＣＯＣＡ乗車券がモバイルデバイスのＩＣＯＣＡの場合

は、携帯情報端末の取扱いが可能な機器に限ります。 

(1) 利用履歴の内容は、ＳＦを使用して乗車し、精算した場合の取扱月日、取扱箇所及び取

扱後のＳＦ残額とします。 

(2) 利用履歴は、最近の利用履歴から20件までさかのぼって表示又は印字し、確認すること

ができます。 

(3) 次の場合は利用履歴の確認はできません。 



 

 

ア 出場処理がされていない利用履歴 

イ ＩＣ改札機による処理が完全に行われなかったときの利用履歴 

ウ 26週間を経過した利用履歴 

第２章 ＩＣＯＣＡ 

（発売額） 

第１８条 ＩＣＯＣＡの発売額は2,000円（デポジット500円を含む。）です。 

２ 前項にかかわらず、別に定めるところにより、発売額を変更して発売することがありま

す。 

（小児用ＩＣＯＣＡの発売） 

第１９条 小児用のＩＣＯＣＡの購入の申し出があったときは、当該小児が12才となる年度の３

月31日までの間使用することができるＩＣカードを媒体として、小児用ＩＣＯＣＡを発売

します。 

２ 旅客は、小児用ＩＣＯＣＡの発売に際して、氏名、生年月日及びその他の必要事項を別

表３に定める地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券 兼 こどもＩＣＯＣＡ購入申込書（以下「購入

申込書」といいます。）に記載のうえ提出し、かつ公的証明書等の提示により購入申込書

に記載した氏名、生年月日を証明しなければなりません。 

３ 旅客は、小児用ＩＣＯＣＡに登録した氏名等の変更が必要となった場合は、これを小児

用ＩＣＯＣＡの発売箇所に差し出して、氏名等の変更を申し出なければなりません。この

場合、別に定める申込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により当該小児用ＩＣＯＣＡ

の記名人本人又は代理人であることを証明しなければなりません。 

（運賃の減額） 

第２０条 旅客がＩＣＯＣＡを用いて乗車する場合、運賃支払い時に当該乗車区間の大人普通旅

客運賃１名分を減額します。ただし、小児用ＩＣＯＣＡにあっては小児普通旅客運賃１名

分を減額します。 

２ 上記運賃支払い以外の場合は乗務員に申告し、乗務員が金額を設定した後に内容に応じ

た運賃を減額することができます。 

（小児用ＩＣＯＣＡの再印字） 

第２１条 小児用ＩＣＯＣＡは、その券面表示事項が不明となったときは、使用することができ

ません。 

２ 券面表示事項が不明となった小児用ＩＣＯＣＡは、これを小児用ＩＣＯＣＡを発売する

当社窓口に差し出して、券面表示事項の再印字を請求することができます。 

（効力） 

第２２条 第８条第１項の規定により使用する場合のＩＣＯＣＡの効力は、次の各号に定めると

おりとします。 

(1) 当該乗車において、１回の乗車に限り有効なものとします。 

(2) 小児用ＩＣＯＣＡは旅客営業規則に定める小児の記名人のみが使用できます。 



 

 

(3) 途中下車の取扱いはしません。 

(4) 乗車後は、当日に限り有効とします。 

（無効となる場合） 

第２３条 ＩＣＯＣＡは、次の各号の１に該当する場合は、無効として回収します。この場合、

デポジットは返却しません。 

(1) 旅行開始後のＩＣＯＣＡを他人から譲り受けて使用した場合 

(2) その他不正乗車の手段として使用した場合 

２ 前項によるほか、小児用ＩＣＯＣＡにあっては、次の各号の１に該当する場合は、無効

として回収します。 

(1) 記名人以外の者が使用した場合 

(2) 券面表示事項が不明となった小児用ＩＣＯＣＡを使用した場合 

(3) 使用資格・氏名・年齢を偽って購入した小児用ＩＣＯＣＡを使用した場合 

(4) 券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用した場合 

３ 第１項及び第２項に該当する場合は、ＩＣＯＣＡに搭載された他の乗車券等も回収しま

す。 

４ 第１項及び第２項の規定によりＩＣＯＣＡを無効として回収する場合は、第48条第２項

の規定によりＩＣＯＣＡに付加された他社の乗車券は無効となります。 

５ 偽造、変造又は不正に作成されたＩＣＯＣＡを使用した場合は、前各項の規定を準用し

ます。 

（不正使用等に対する旅客運賃・増運賃の収受等） 

第２４条 前条に該当し使用した場合、旅客営業規則の定めにより、普通旅客運賃・割増運賃を

収受します。 

（紛失再発行） 

第２５条 旅客は、ＩＣＯＣＡの盗難又は紛失等による再発行の請求をすることはできません。 

２ 前項にかかわらず、第48条第２項の規定により他社の乗車券が付加されたＩＣＯＣＡは、

付加された乗車券が定期券の場合は、同条第３項の規定により、当該定期券を付加した当

該他社において再発行を行う場合があります。   

３ 第１項にかかわらず、小児用ＩＣＯＣＡの記名人が当該小児用ＩＣＯＣＡを紛失した場

合で、別に定める申込書を小児用ＩＣＯＣＡの再発行を行う当社窓口に提出したときは、

次の各号の条件を満たす場合に限って紛失した小児用ＩＣＯＣＡに対して再発行登録を

行うことにより使用停止措置を行い、その翌日の窓口営業時間から14日以内に再発行を行

います。 

(1) 再発行登録を行うとき及び再発行を行うときは、公的証明書等の提示により、再発行を

請求する旅客が当該小児用ＩＣＯＣＡの記名人本人又は代理人であることを証明できる

こと。 

(2) 記名人の氏名、生年月日、性別の情報が当社のシステムに登録されていること。 

(3) 再発行を行う前に取扱区間内の小児用ＩＣＯＣＡの処理を行う機器に対して当該小児

用ＩＣＯＣＡの使用停止措置が完了していること。 

４ 前項により再発行の取扱いを行う場合は、再発行する小児用ＩＣＯＣＡ１枚につき紛失

再発行手数料520円とデポジット500円を現金で収受します。 



 

 

５ 第３項により再発行登録を行った後、これを取り消すことはできません。 

６ 第３項及び第４項の取扱いを行った後に、紛失した小児用ＩＣＯＣＡを発見した場合は、

旅客は、これを小児用ＩＣＯＣＡの払いもどしを行う当社窓口に差し出して、デポジット

の返却を請求することができます。この場合、旅客が紛失した小児用ＩＣＯＣＡとともに

別に定める申込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により記名人本人又は代理人である

ことを証明したときに限って、返却の取扱いを行います。 

７ 第３項及び第４項の取扱いを行った場合、第48条第２項の規定により小児用ＩＣＯＣＡ

に付加された他社の乗車券は再発行されません。 ただし、付加された乗車券が定期券の

場合は、同条第３項の規定により、当該定期券を付加した当該他社において再発行を行う

場合があります。 

（当社の免責事項） 

第２６条 紛失した小児用ＩＣＯＣＡの使用停止措置が完了するまでの間に当該小児用ＩＣＯ

ＣＡや第48条第２項の規定により当該小児用ＩＣＯＣＡに付加された他社の乗車券の払

いもどし、ＳＦの使用等で生じた旅客の損害額については、当社はその責めを負いません。

ただし、当該損害が当社の故意又は重過失によって生じた場合は除きます。 

（障害再発行） 

第２７条 ＩＣＯＣＡの破損等によってＩＣＯＣＡの処理を行う機器での取扱いが不能となっ

た場合は、その原因が故意によると認められる場合を除き、当該ＩＣＯＣＡのＳＦ残額と

同額のＩＣＯＣＡの再発行の取扱いを行います。 

２ 前項の取扱いは、別に定める申込書をＩＣＯＣＡの再発行を行う当社窓口に提出したと

きに限り取り扱います。この場合、当該ＩＣＯＣＡに対して再発行登録を行うことにより

使用停止措置を行い、その翌日の窓口営業時間から14日以内に再発行を行います。 

３ 前２項の定めにかかわらず、裏面に刻印されたカードの番号が判読できない場合は理由

の如何を問わず再発行の取扱いを行いません。 

４ 第１項及び第２項の取扱いを行った場合、第48条第２項の規定によりＩＣＯＣＡに付加

された他社の乗車券は再発行されません。 ただし、付加された乗車券が定期券の場合は、

同条第３項の規定により、当該定期券を付加した当該他社において再発行を行う場合があ

ります。 

（払いもどし） 

第２８条 旅客は、ＩＣＯＣＡが不要となった場合は、これをＩＣＯＣＡの払いもどしを行う当

社窓口に差し出して当該ＩＣＯＣＡのＳＦ残額（10円未満のは数を切り上げ、10円単位と

した額とします。）の払いもどしを請求することができます。この場合、手数料としてＩ

ＣＯＣＡ１枚につき220円を支払うものとします。ただし、小児用ＩＣＯＣＡを所持する

旅客が12才となる年度の3月31日を超え、小児用ＩＣＯＣＡを使用することができなくな

ったことにより、ＳＦ残額の払いもどしを請求する場合は、手数料は収受しません。 

２ 前項の規定により小児用ＩＣＯＣＡの払いもどしを請求する場合、旅客が別に定める申

込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により、当該小児用ＩＣＯＣＡの記名人本人であ

ることを証明したときに限って払いもどしを行います。 

３ 前項の定めにかかわらず、当該小児用ＩＣＯＣＡの記名人本人が当社指定の方法により

代理人に委任を行った場合で、代理人が別に定める申込書を提出し、代理人の公的証明書



 

 

等を提示した場合に限って、代理人が払いもどしを請求することができます。ただし、親

権者等の法定代理人が払いもどしを請求する場合で、公的証明書等の提示により記名人本

人との関係性を証明したときは、記名人本人による委任を省略することができます。 

４ 前各項の規定により払いもどす場合には、デポジットを返却します。 

５ ＩＣＯＣＡの払いもどしを行うと、第48条第２項の規定により付加された他社の乗車券

は無効となります 。ただし、付加された乗車券が定期券の場合は、同条第３項の規定に

より、当該定期券を付加した当該他社において払いもどしを行う場合があります。 

６ ＩＣＯＣＡの払いもどしを行う窓口は当社が別に定めます。 

（同一駅で出場する場合の取扱方） 

第２９条 旅客は、ＩＣＯＣＡで入場した後、任意の駅まで乗車し、出場せずに再び旅行開始駅

まで乗車して出場する場合は、実際乗車区間の普通旅客運賃を現金で支払い、カードの

発駅情報の消去処理を受けなければなりません。 

２ 旅客はＩＣＯＣＡを使用して入場した後、乗車しないで同一駅で出場する場合は、入場

料大人 180 円、こども 90 円を現金で支払い、カードの発駅情報の消去処理を受けなけれ

ばなりません。 

（列車の運行不能の場合の取扱方） 

第３０条 自動改札機による改札を受けた後、列車が運行不能になった場合は、次の各号の 1

に定めるいずれかの取扱いを選択のうえ請求することができます。 

(1) 発駅までの無賃送還 

この場合、乗車区間の運賃は収受しません。また、無賃送還後、発駅での出場時にカード

の発駅情報の消去を行います。ただし、無賃送還中の途中駅で下車した場合は、次に定め

る取扱いを適用します。 

(2) 発駅に至る途中駅までの無賃送還 

この場合、発駅から途中駅までの片道旅客運賃相当額を、途中駅においてＩＣＯＣＡのＳ

Ｆ残高から減額します。 

(3) 不通区間の別途旅行 

運航不能となった区間を旅が当社線によらないで別途に旅行を希望する場合は、発駅から

旅行中止駅までの片道旅客運賃相当額を、旅行中止駅においてＩＣＯＣＡの SF 残高から

減額します。 

（地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券への変更） 

第３１条 旅客は、定期乗車券機能が必要となった場合は、ＩＣＯＣＡのＳＦ残額及びデポジッ

トを引き継いで地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券への変更の申し出をすることができます。 

２ ＩＣＯＣＡから地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券への変更の申し出があったときは、次条の

規定に準じて当該ＩＣＯＣＡ上に定期乗車券の機能を付加することにより、地域鉄道Ｉ

ＣＯＣＡ定期券に変更します。 

３ 旅客は変更に際して氏名、生年月日、性別及びその他の必要事項を別表３に定める購

入申込書に記載し、提出しなければなりません。 

４ 前各項により変更を行う場合は、ＩＣカードを交換して取り扱うことがあります。 



 

 

第３章 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券 

（発売） 

第３２条 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の購入の申し出があったときは、旅客営業規則に定める定

期乗車券を付加した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発売します。 

２ 旅客が所持するＩＣＯＣＡ定期券、スマートＩＣＯＣＡと同一のカードに旅客営業規

則に定める地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発売することができます。(ただし、一部他社

（京阪電気鉄道、京都市交通局、南海電気鉄道、泉北高速鉄道、大阪市高速電気軌道、

大阪モノレール、阪神電気鉄道、神戸市交通局、山陽電気鉄道）が発売するＩＣＯＣＡ

定期券を除きます。)この場合記名人と定期利用者は同一の旅客でなければなりません。 

３ 小児用の地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の購入の申し出があったときは、当該小児が12才

となる年度の３月31日までの間使用することができるＩＣカードを媒体として、前項の

規定により小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発売します。この場合記名人と定期利用

者は同一の旅客でなければなりません。 

４ 旅客は、地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の発売に際して、氏名、生年月日、性別及びその

他の必要事項を購入申込書に記載し、提出しなければなりません。また、旅客が購入す

る地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券が小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券である場合は、購入申

込書の提出に加えて、公的証明書等の提示により購入申込書に記載した氏名、生年月日

を証明しなければなりません。 

５ 旅客は、地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に登録した氏名等の変更が必要となった場合は、

これを当社窓口に差し出して、氏名等の変更を申し出なければなりません。この場合、

別に定める申込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定

期券の定期利用者本人（小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券にあっては、定期利用者本人

又は代理人）であることを証明しなければなりません。 

６ 前項の取扱いを行う場合は、ＩＣカードを交換して取り扱うことがあります。 

（地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券定期券内容控） 

第３３条 前条第１項から第３項により地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発売した場合は、当該ＩＣ

カードの定期券情報を印字した定期券内容控を同時に発行します。 

２ 定期券内容控は本人の覚えであり、定期乗車券の効力はありません。 

３ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の障害又は機器の故障により、地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券

が使用できなくなった場合、当社が認めた場合に限り当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券と

定期券内容控を提示することにより乗車することができます。 

４ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を使用する場合は、当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の定期

券内容控を所持するものとし、係員より提示を求められたときには、これを拒むことは

できません。 

（運賃の減額等） 

第３４条 ＳＦをチャージした有効期間内の地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を使用し、有効区間外を

乗車する場合は、当該乗車区間は別途乗車（乗越し）として取扱い、別途乗車となる区

間の普通旅客運賃相当額を減額します。 

２ 第１項にかかわらず、有効区間外の駅相互間を乗車する場合は、第20条の規定を準用



 

 

することがあります。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

３ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の有効期間の開始日前若しくは有効期間の終了日の翌日

以降に使用する場合は第20条の規定を準用します。 

（定期券内容控再印字） 

第３５条 定期券内容控券面表示事項が不明となった地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券は、これを当社

窓口に差し出して、券面表示事項の再印字を請求することができます。 

（効力） 

第３６条 第30条の規定により発売した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券は旅客営業規則の定めによ

り取り扱います。 

２ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券は当社線においては定期券内容控に記載された定期利用

者本人のみが使用することができます。 

３ 第15条の規定によりＳＦをチャージした地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券にあっては、地域

鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の有効区間外又は有効期間の開始日前若しくは有効期間の終了

日の翌日以降であっても、第22条の規定を準用して乗車することができます。 

（無効となる場合） 

第３７条 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券は、次の各号の１に該当する場合、無効として回収します。

この場合、デポジットは返却しません。 

(1) 定期利用者以外の者が使用した場合 

(2) 定期区間外を乗車し、係員の承諾を得ずに降車した場合 

(3) 当社の旅客営業規則に定める定期乗車券が無効となる事項に該当する場合 

(4) その他不正乗車の手段として使用した場合 

２ 前項に該当する場合は、その地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に搭載された他の乗車券等も回

収します。 

３ 第１項の規定により地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を無効として回収する場合は、第48条第

２項の規定によりＩＣＯＣＡに付加された他社の乗車券は無効となります。 

４ 偽造、変造又は不正に作成された地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を使用した場合は、前各項

の規定を準用します。 

（不正使用等に対する旅客運賃・増運賃の収受等） 

第３８条 前条に該当し使用した場合、旅客営業規則の定めにより、普通旅客運賃・割増運賃を

収受します。 

（紛失再発行） 

第３９条 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の定期利用者が当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を紛失し

た場合で、別に定める申込書を当社窓口に提出したときは、次の各号の条件を満たす場

合に限って紛失した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券（ＳＦ残額がある場合は当該ＳＦを含み

ます。）に対して再発行登録を行うことにより使用停止措置を行い、その翌日の窓口営

業時間から14日以内に再発行を行います。 

(1) 再発行登録を行うとき及び再発行を行うときは、公的証明書等の提示により、再発行を  

請求する旅客が当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の定期利用者本人（小児用地域鉄道ＩＣＯ



 

 

ＣＡ定期券にあっては、定期利用者本人又は代理人）であることを証明できること。 

(2) 定期利用者の氏名、生年月日、性別の情報が当社のシステムに登録されていること。 

(3) 再発行を行う前に地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の処理を行う機器に対して当該地域鉄道

ＩＣＯＣＡ定期券の使用停止措置が完了していること。 

２ 前項により再発行の取扱いを行う場合は、再発行する地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券１枚に

つき紛失再発行手数料520円とデポジット500円を現金で収受します。 

３ 第１項により再発行登録を行った後、これを取り消すことはできません。 

４ 第１項及び第２項の取扱いを行った後に、紛失した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を発見し

た場合は、旅客は、これを当社窓口に差し出して、デポジットの返却を請求することがで

きます。この場合、旅客が紛失した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とともに別に定める申込書

を提出し、かつ公的証明書等の提示により定期利用者本人であることを証明したときに限

って、返却の取扱いを行います。 

（障害再発行） 

第４０条 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の破損等によって地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の処理を行

う機器での取扱いが不能となった場合は、その原因が故意によると認められる場合を除

き、当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再発行の取扱いを行います。 

２ 前項の取扱いは、別に定める申込書を当社窓口に提出したときに限り取り扱います。

この場合、当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に対して再発行登録を行うことにより使用停止

措置を行い、その翌日の窓口営業時間から14日以内に再発行を行います。 

３ 前２項の定めにかかわらず、裏面に刻印されたカードの番号が判読できない場合は理由

の如何を問わず再発行の取扱いを行いません。 

（地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とＩＣＯＣＡ定期券が同一のカードで発売されている場合の地

域鉄道ＩＣＯＣＡ定期の再交付） 

第４１条 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とＩＣＯＣＡ定期券が同一のカードで発売されているＩ

ＣＯＣＡ乗車券を紛失再発行する場合、別に定める申込書を当社窓口に提出し、次の各

号の条件を満たす場合に限って紛失した当該ＩＣＯＣＡ乗車券（ＳＦ残額がある場合は

当該ＳＦを含みます。）に対して再発行登録を行うことにより使用停止措置を行います。

その翌日の窓口営業時間から14日以内にＩＣＯＣＡ定期券発売会社で再発行をお申し

出ください。ＩＣＯＣＡ定期券を再発行後、当社窓口で地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再

交付を行います。 

(1) 再発行登録を行うとき、再発行及び再交付を行うときは、公的証明書等の提示により、

再発行及び再交付を請求する旅客が記名人及び定期利用者本人（小児用地域鉄道ＩＣＯＣ

Ａ定期券にあっては、記名人及び定期利用者本人又は代理人）であることを証明できるこ

と。 

(2) 記名人及び定期利用者の氏名、生年月日、性別の情報が当社のシステムに登録されてい

ること。 

２ 前項により再交付の取扱いを行う場合は、再交付する地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券１枚に

つき再交付手数料520円を現金で収受します。 

３ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とＩＣＯＣＡ定期券が同一のカードで発売されているＩＣＯ

ＣＡ乗車券を障害再発行する場合、別に定める申込書を当社窓口に提出したときに限り取

り扱います。この場合、当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に対して再発行登録を行うことに



 

 

より使用停止措置を行い、ＩＣＯＣＡ定期券を当該ＩＣＯＣＡ定期券発売会社で障害再発

行後に、当社窓口で記名人及び定期利用者の氏名、生年月日、性別の情報が当社のシステ

ムに登録されていることを条件に当社で地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再交付を行います。 

４ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を付加するＩＣＯＣＡ乗車券を当社以外で再発行した場合

は、第１項、第２項及び第３項に準じて、当社で地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再交付を行

います。 

５ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とスマートＩＣＯＣＡが同一のカードで発売されているカー

ドを紛失再発行及び障害再発行する場合、スマートＩＣＯＣＡを JR 西の定める方法で再

発行後に第１項、第２項及び第３項に準じて、当社で地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再交付

を行います。 

（カードの交換） 

第４２条 当社、JR 西及び第48条に規定する他社の都合により、旅客が使用している地域鉄道

ＩＣＯＣＡ定期券を当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券裏面に刻印されているものと異な

るカード番号のＩＣＯＣＡに予告なく、交換することがあります。 

２ 前項により、交換されたカードはＩＣ改札機による定期乗車券の読み取りができません。

その場合、当社窓口で定期利用者の氏名、生年月日、性別の情報が当社のシステムに登録

されていることを条件に地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の再交付を行います。 

（当社の免責事項） 

第４３条 紛失した地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の使用停止措置が完了するまでの間に当該地域

鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の払いもどしやＳＦの使用等で生じた旅客の損害額については、

当社はその責めを負いません。ただし、当該損害が当社の故意又は重過失によって生じ

た場合は除きます。 

２ ＩＣＯＣＡの交換又は再発行により、旅客が使用しているものと異なるカード番号のＩ

ＣＯＣＡを発行したことによる旅客の損害等については、当社はその責めを負いません。 

（払いもどし） 

第４４条 旅客は、地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券が不要となった場合は、これを地域鉄道ＩＣＯＣ

Ａ定期券の払いもどしを行う当社窓口に差し出して、払いもどしの請求をすることがで

きます。この場合、旅客が別に定める申込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により

当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の定期利用者本人であることを証明したときに限って、

次の各号により払いもどしを行います。 

(1) 有効期間開始前または有効期間開始後で有効期間中に払いもどしの請求があった場合

には、旅客営業規則に定める払戻しを行います。 

(2) 前号により取り扱う場合は、手数料として地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券１枚につき550円

を収受します。ただし、当社が別に定める場合を除きます。 

(3) 前各号の規定により払いもどしをする場合には、デポジットを返却します。 

２ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の定期乗車券機能のみが不要となった場合は、これを当社窓

口に差し出して、当該定期乗車券の払いもどし及びＳＦ残額とデポジットを引き継いだＩ

ＣＯＣＡへの変更を請求することができます。 

３ ＳＦのみの払いもどしを請求することはできません。 

４ 小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を所持する旅客が12才となる年度の３月31日を超え、



 

 

小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券を使用することができなくなった場合は、ＳＦ残額（10

円未満のは
．
数を切り上げ、10円単位とした額とします。）及びデポジットのみの払いもど

しを請求することができます。この場合、小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券に搭載した定

期乗車券がなお有効である場合に限り、ＩＣカード乗車券とは別の媒体に移し替えるもの

とし、第１項第２号に定める手数料の収受は行いません。 

５ 前各項にかかわらず、券面に表示された有効期間の終了日の翌日以降に払いもどしの請

求があった場合は、当社窓口で地域鉄道定期情報の削除を行います。ただし、旅客が別に

定める申込書を提出し、かつ公的証明書等の提示により当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の

利用者本人（小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券にあっては、記名人本人又は代理人）であ

ることを証明したときに限り、請求できるものとします。 

６ 第１項の定めにかかわらず、当該地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券の利用者本人が当社指定の

方法により代理人に委任を行った場合で、代理人が別に定める申込書を提出し、代理人の

公的証明書等を提示した場合に限って、代理人が払いもどしを請求することができます。

ただし、小児用地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券にあたっては、親権者等の法定代理人が払いも

どしを請求する場合で、公的証明書等の提示により記名人本人との関係性を証明したとき

は、記名人本人による委任を省略することができます。 

７ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とＩＣＯＣＡ定期券が同一のカードで発売されているカード

の払いもどしは第２項により定期乗車券のみを払いもどし後、当該ＩＣＯＣＡ定期券発売

会社で払いもどしをお申し出ください。地域鉄道の定期乗車券機能のみが不要な場合は当

社窓口に差し出して、当該定期乗車券の払いもどし及びＳＦ残額とデポジットを引き継い

だＩＣＯＣＡ定期券への変更を請求することができます。 

８ 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券とスマートＩＣＯＣＡが同一のカードで発売されているカー

ドの払いもどしは第２項により地域鉄道の定期乗車券のみを払いもどした後、JR西にお申

し出ください。 

第４章 ＩＣカード乗車券の相互利用等 

（他社線でのＩＣＯＣＡ乗車券による乗車の取扱方） 

第４５条 第７条第１項の規定にかかわらず、JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款に定める当社

及び JR西以外の鉄道会社等（以下「相互利用他社等」といいます。）が経営する鉄道線、

バス路線等（以下「他社線」といいます。）内においてＩＣＯＣＡ乗車券（身体障害者

割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したＩＣＯＣＡ定期券

を除く。以下同じ。）による乗車等の取扱いを行います。 

２ 前項の規定にかかわらず、身体障害者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期

乗車券を搭載したＩＣＯＣＡ定期券のうち、第48条第２項の規定により他社の乗車券を付

加されたＩＣＯＣＡ定期券は、当該他社線において、当該他社の乗車券による乗車等の取

扱いを行います。 

（他社線内における取扱範囲等） 

第４６条 他社線内におけるＩＣＯＣＡ乗車券による旅客の運送等についてのサービス内容と

ご利用条件は、当該相互利用他社等の定めるところによります。 

２ 前項による取扱いに必要な範囲で、当社は、当該ＩＣＯＣＡ乗車券に関して当社が保有



 

 

する個人情報を当該他社に提供することがあります。 

（相互利用他社等が発行したＩＣカード乗車券による乗車等の取扱方） 

第４７条 相互利用他社等が発行したＩＣカード乗車券のうち、当社と相互利用が可能なものに

ついては、当社線内において乗車等の取扱いを行います。 

２ 相互利用他社等が発行したＩＣカード乗車券のうち、当社と相互利用が可能なＩＣカー

ド乗車券は次のとおりとします。 

(1) 北海道旅客鉄道株式会社発行のＫｉｔａｃａ乗車券及びＫｉｔａｃａ定期乗車券（身

体障害者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したＫｉｔａｃ

ａ定期乗車券を除く。） 

(2) 株式会社パスモ発行のＰＡＳＭＯ及びＰＡＳＭＯ定期券（身体障害者割引又は知的障

害者割引等を適用して発売した定期乗車券を搭載したＰＡＳＭＯ定期券を除く。） 

(3) 東日本旅客鉄道株式会社発行のＳｕｉｃａ乗車券及びＳｕｉｃａ定期乗車券（身体障

害者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したＳｕｉｃａ定期

乗車券を除く。） 

(4) 東京モノレール株式会社発行のモノレールＳｕｉｃａ乗車券及びモノレールＳｕｉ

ｃａ定期乗車券（身体障害者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭

載したモノレールＳｕｉｃａ定期乗車券を除く。） 

(5) 東京臨海高速鉄道株式会社発行のりんかいＳｕｉｃａ乗車券及びりんかいＳｕｉｃ

ａ定期乗車券（身体障害者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載

したりんかいＳｕｉｃａ定期乗車券を除く。） 

(6) 株式会社名古屋交通開発機構発行のマナカ及びマナカ定期券（身体障害者割引又は知

的障害者割引等を適用して発売したマナカ及び身体障害者割引又は知的障害者割引等を

適用して発売した定期乗車券を搭載したマナカ定期券を除く。） 

(7) 株式会社エムアイシー発行のｍａｎａｃａ及びｍａｎａｃａ定期券（身体障害者割引

又は知的障害者割引等を適用して発売した定期乗車券を搭載したｍａｎａｃａ定期券を

除く。） 

(8) 東海旅客鉄道株式会社発行のＴＯＩＣＡ及びＴＯＩＣＡ定期券（身体障害者割引又は

知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したＴＯＩＣＡ定期券を除く。） 

(9) 株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩが発行するＰｉＴａＰａカードであって当社が別に

定めるもの。 

(10) 福岡市交通局発行のはやかけん及びはやかけん定期券（身体障害者割引又は知的障害

者割引等を適用して発売したはやかけん及び身体障害者割引又は知的障害者割引等を適

用して発売した定期乗車券を搭載したはやかけん定期券を除く。） 

(11) 株式会社ニモカ発行のｎｉｍｏｃａカード及びｎｉｍｏｃａ定期乗車券（身体障害者

割引又は知的障害者割引を適用して発売したｎｉｍｏｃａ及び身体障害者割引又は知的

障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したｎｉｍｏｃａ定期乗車券を除く。） 

(12) 九州旅客鉄道株式会社発行のＳＵＧＯＣＡ乗車券及びＳＵＧＯＣＡ定期券（身体障害

者割引又は知的障害者割引を適用して発売した定期乗車券を搭載したＳＵＧＯＣＡ定期

券を除く。） 

(13) 東日本旅客鉄道株式会社発行の Welcome Suica（Suica Light を含む）及び株式会社

パスモ発行のＰＡＳＭＯ ＰＡＳＳＰＯＲＴ 

３ 前項に定める鉄道会社等が発行したＩＣカード乗車券で、当社線において乗車等の取扱



 

 

いをする場合は、第４条から第８条まで、第10条、第11条、第15条、第16条、第17条、第

20条から第24条まで、第25条第１項、第26条、第37条、第38条までの規定及び JR 西のＩ

Ｃカード乗車券取扱約款第30条及び第32条の規定を準用します。この場合、相互利用他社

等が発行したＩＣカードを媒体とした定期乗車券については JR 西のＩＣカード乗車券取

扱約款の「ＩＣＯＣＡ定期券」の規定を準用するものとし、ＩＣカードを媒体としたスト

アードフェアカードについては「ＩＣＯＣＡ」の規定を準用するものとします。ただし、

第17条に規定するＳＦ利用履歴の確認にあっては、当社内の利用履歴以外について表示及

び印字できないものがあります。  

４ 前項の定めにかかわらず、相互利用他社等が発行した記名人式のＩＣカードを媒体とし

たストアードフェアカードについては、JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款第32条第1項及

び第33条第１項第６号の規定を準用します。 

５ 第３項の定めにかかわらず、第２項第13号に定めるＩＣカード乗車券で、当社線におい

て乗車等の取扱いをする場合は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) 第21条及び第23条第２項第２号の規定は準用しません。 

(2) 当該のＩＣカード乗車券発行会社が定めるカード有効期間を超えて使用することは

できません。 

(3) 当該のＩＣカード乗車券発行会社が発行するレファレンスペーパーを携帯し、係員の

請求があったときは、いつでもその所持するレファレンスペーパーを呈示しなければ

なりません。 

 

第５章 ＩＣＯＣＡ乗車券の他社での発売 

（ＩＣＯＣＡ乗車券を発売する他社） 

第４８条 ＩＣＯＣＡ乗車券の発売は、JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款別表７及び別表７の

２に定める他社で行うことがあります。 

２ ＩＣＯＣＡ乗車券には、JR西のＩＣカード乗車券取扱約款別表７の２に定める他社の

乗車券を付加する場合があります。 

３ 他社におけるＩＣＯＣＡ乗車券の発売や払いもどし等の取扱いについては、当該他社

の定めるところによります。 

（他社で発売するＩＣＯＣＡ乗車券の当社での取扱い） 

第４９条 JR西のＩＣカード乗車券取扱約款別表７に定める他社及び JR西で発売したＩＣＯＣ

Ａ乗車券で、当社線において乗車等の取扱いをする場合は、第４条から第８条まで、第

10条、第11条、第15条、第16条、第17条、第20条から第24条まで、第25条第１項、第26

条、第37条、第38条までの規定及び JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款第30条及び第32

条の規定を準用します。 

２ JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款別表７に定める他社及び JR 西で発売した定期乗車

券を搭載したＩＣＯＣＡ定期券については、当社で払いもどし、第37条及び第38条に定

める再発行の取扱いはできません。ただし、再発行登録、デポジット返却については取

り扱います。 

３ JR 西のＩＣカード乗車券取扱約款別表７の２に定める他社で発売した定期券が付加

されたＩＣＯＣＡは、当社で払いもどし、再交付の取扱いはできません。ただし、再発



 

 

行登録については取り扱います。 

 

 附 則 

この規定は、2024年 10月 11日から施行します。 



 

 

別表１（第７条）利用エリア 

  当社線 

線区名 区間 

福武線 
たけふ新～田原町間 

福井城址大名町～福井駅 

 

別表１の２（第７条第２項） 

  えちぜん鉄道線 

交通事業者 線区名 区間 
当社線との 

接続駅 

えちぜん鉄道株式会社 
勝山永平寺線 福井～勝山間 福井駅 

三国芦原線 まつもと町屋～三国港間 田原町 

 

別表２（第15条） チャージ額 

取扱機器又は箇所 １回当たりのチャージ取扱金額 

係員発行機 

500円、1,000円～（1,000円刻み）

～10,000円、15,000円、20,000円 

3,000円、5,000円、10,000円 

車載機 1,000円 

チャージ機 
1,000円、2,000円、3,000円、 

5,000円、10,000円 

  

別表３（第19条、第32条） 地域鉄道ＩＣＯＣＡ定期券 兼 こどもＩＣＯＣＡ購入申込書の

様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


